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【令和 6年度の研究内容】 

Ａ．研究目的 

 地域生活支援拠点等においては「緊急時」と

「平時」についての定義や支援の実態について明

確でないとの指摘もある。本研究では、地域生活

支援拠点等に求められている機能である、「平時」

からの支援ニーズの把握、「緊急時」の対応、地域

移行に向けて入所施設や病院等との連携や支援内

容、その標準的な支援内容の確立を目的とした。

また、厚生労働科学研究「地域生活支援拠点等に

おけるコーディネーターに求められる役割や業務

研究要旨 

本研究は、地域生活支援拠点等コーディネーターの研修プログラム試案を作成し、人材育成に向け

た基礎資料等を取りまとめることが目的である。 

1年目は、本調査では、地域生活支援拠点等の「緊急時」「平時」の支援実態と、入所施設・精神科

病院との地域移行支援の連携状況を把握した。インタビューでは、緊急時は「一人で家にいられない

状態」を中心に多様な事例が確認され、平時には要支援者把握、体制整備、人材育成が重要とされ

た。島しょ部では即時対応が難しく、地域資源を活用した独自の体制づくりが進んでいた。一方、拠

点コーディネーター未整備自治体では人材不足や制度理解の課題があり、行政主導の体制強化が必要

とされた。アンケートでは拠点整備は進むものの、自治体の地域移行支援への関与やコーディネータ

ー配置は限定的で、制度と実践の乖離が明らかとなった。精神科病院に関する検討では、地域移行支

援プログラムの構築可能性が示される一方、病院側にもコーディネーター配置が必要であることが確

認され、今後の実態調査設計に反映すべき課題として整理された。 

2 年目は、１年目の調査結果を踏まえ、令和５年度厚生労働科学研究（曽根班）による拠点コーディ

ネーターガイドブックの成果を基に、地域生活支援拠点等で多機関連携を担うコーディネーターに必要

な知識・技能を評価・分析し、研修プログラム試案を作成した。 

拠点コーディネーター未配置自治体では人材不足や制度理解の不足が顕著で、行政主導の体制整備が

不可欠と判明したため、拠点機能強化加算の取得に必要な要件整備、複数相談支援事業所の一体的運営、

人材確保に向けた加算活用、行政の役割など、拠点コーディネーター配置を可能にする具体策を研修内

容に追加した。 
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等の明確化のための研究（令和５年度）」において

作成が進められているガイドブックを踏まえ、地

域生活支援拠点等のコーディネーターに求められ

る知識や技能についての評価・分析を行った上で

拠点コーディネーター研修プログラム試案を作成

し、人材育成に向けた基礎資料等を取りまとめる

ことを目的とした。 

令和 6 年度は、地域生活支援拠点等における、

「緊急時」の定義や実際の緊急時対応事例、また

「平時」の支援内容のニーズの調査・分析及び、地

域移行に向けた役割としての、入所施設や精神科

病院等との連携や支援の内容についての調査・分

析を行い、地域生活支援拠点等におけるコーディ

ネーターに求められる知識や技能を習得するため

の研修プログラム試案を開発するための基礎資料

をとりまとめることを目的とした。

Ｂ．研究方法 

１．研究班会議の設置 

 実務家、障害福祉関係団体、自治体職員による

研究協力者の参画を得て、研究班会議を設置し、

研究内容に関する助言と意見交換を行った。 

(1)研究協力者

（実務家）

伊藤佳世子（千葉市中央区基幹相談支援センター） 

加藤恵（半田市障害者相談支援センター）

丹羽彩文（社会福祉法人昴）

野口直樹（社会福祉法人高水福祉会・総合安心セ

ンターはるかぜ）

塩満創（鹿児島市障害者地域生活支援拠点ゆうか

リ）

高橋正佳（特定非営利活動法人全国コミュニティ

ライフサポートセンター）

（障害福祉関係団体）

水流源彦（特定非営利活動法人全国地域生活支援

ネットワーク）

今村 登（特定非営利活動法人 DP]日本会議（特定

非営利活動法人自立生活センターSTEP えどがわ） 

岩上洋一（一般社団法人全国地域で暮らそうネッ

トワーク）

（自治体職員）

石井和孝（千葉市保健福祉局高齢障害部障害福祉

サービス課）

富田隆志（半田市福祉部地域福祉課）

小泉 充（千葉県健康福祉部障害福祉事業課地域

生活支援班）

（2）第 1回研究班会議

1）日程：令和 6年 7月 5日

2）方法・場所：オンライン会議

3）内容

①研究計画の説明

②意見交換

ヒヤリング調査項目、アンケート調査項目につ

いて意見交換した。 

（3）第 2回研究班会議 

1）日程：令和 7年 3月 26日

2）方法：オンライン・対面

3) 場所：仙都会館 7階 A会議室

4）内容

①インタビュー調査結果の中間報告

②アンケート調査結果の中間報告

③意見交換

インタビュー調査結果の分析内容、アンケート

調査の結果の分析内容について意見交換した。 

２．分担研究の課題 

 本研究は、次のように分担して行った。 
Ⅰ．地域生活支援拠点等における「緊急時」の定義
や実際の緊急時対応事例の収集及び「平時」の
支援内容のニーズ調査に関する研究（１）（２）
（３） 
 拠点コーディネーターを配置している 9 区市

町（Ａ～Ｉ）及び拠点コーディネーター未整備

の 2 市（Ｊ・Ｋ）に対して調査を実施（研究分

担：曽根・北川・須江） 

Ⅱ．入所施設等からの地域移行状況及び地域生活

支援拠点との関連に関する研究（研究分担：大

村） 

Ⅲ．精神科病院における地域移行支援の実態把握

に関する研究（研究分担：贄川） 

Ⅰ．地域生活支援拠点等における「緊急時」の定義
や実際の緊急時対応事例の収集及び「平時」の支
援内容のニーズ調査に関する研究（１）（２）（３） 
研究分担者：曽根直樹・北川 進・須江泰子 

ａ．研究方法 

(1)調査対象の選定及び調査方法

令和 5年度厚生労働科学研究「地域生活支援拠

点等におけるコーディネーターに求められる役割

や業務等の明確化のための研究」でインタビュー

調査を行った拠点等コーディネーター等及び、拠

点設置済み 1,048 自治体に対するアンケート調査

において把握した、緊急時の相談や短期入所等の

受入・対応が機能していると回答があった市町村

のうち 9区市町に対して次の調査事項(1)～(8)

を、調査対象の自治体の紹介による拠点コーディ

ネーター未整備の 2市に対して(9)を対面または

オンライン会議ツールを使用しインタビュー調査
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を実施した。 

(2)調査項目 

1)地域生活支援拠点のコーディネーターに求めら

れる役割と業務内容 

2)基幹相談支援センターとの機能・役割分担 

3)「緊急時」の定義 

4)実際の緊急時対応事例 

5)「平時」の定義 

6)「平時」の支援内容とニーズ 

7)地域移行に向けた役割としての、入所施設や精

神科病院等との連携や支援の内容 

8)今後の課題 

9)拠点コーディネーター配置に向け課題となる事

項 

(3)インタビュー対象者 

 インタビュー対象として選定した自治体の職員

及び拠点コーディネーターまたは、基幹相談支援

センター職員とした。 

（調査担当：曽根） 

Ａ区（関東）人口 22 万人 区職員・基幹相談支

援センター職員 

Ｂ市（甲信越）人口 15万人 市職員、拠点コー

ディネーター 

Ｃ市（中部）人口 12 万人 市職員・基幹相談支

援センター職員・拠点コーディネーター 

Ｄ市（甲信越）人口 4万人 市職員・拠点コーデ

ィネーター 

Ｅ市（関東）人口 98 万人 市職員・基幹相談支

援センター兼拠点コーディネーター 

（調査担当：北川） 

Ｆ圏域（関東）人口 23万人 町職員・基幹相談

支援センター職員・拠点コーディネーター 

Ｇ市（東北）人口 5万人 市職員・拠点コー絵比

ネーター 

Ｈ市（東北）人口 109 万人 市職員・拠点コーデ

ィネーター 

（調査担当：須江） 

Ｉ町（西日本）人口 4千人 町職員・拠点コーデ

ィネーター 

（調査担当：曽根） 

Ｊ市（中部）人口 9万人 市職員・基幹相談支援

センター職員 

Ｋ市（中部）人口 6万人 市職員・基幹相談支援

センター職員 

(4)調査期間 

令和 6年 11月 13日〜令和 7年 3月 7日に実施

した。 

(5)倫理面への配慮 

 日本社会事業大学社会事業研究所研究倫理委員

会の倫理審査を受け承認された（課題番号：24-

0401③ 承認日：2024年 9月 30日） 

 

ｂ．研究結果 

 拠点コーディネーター整備済みの自治体職員、

地域生活支援拠点等コーディネーターまたは基幹

相談支援センター職員に対するインタビュー調査

を逐語記録化した上で項目を整理し要約したとこ

ろ、次の結果を得た。 

１．拠点コーディネーターが配置されている基幹

相談支援センターの設置形態 

 今回調査対象とした自治体の拠点コーディネー

ターは、全て基幹相談支援センターと一体で配置

されていた。その設置形態は、次の通り分類され

た。 

(1) 同一法人に委託されている場合 

自治体が基幹相談支援センターを委託している

法人に、拠点コーディネーターを併せて委託して

いる形態である。設置までの経緯から、基幹相談

支援センターと拠点コーディネーターを兼務して

いる場合と、それぞれ独立して配置している場合

があった。 

(2)基幹相談支援センターの法人が加算により拠

点コーディネーターを配置している場合 

 自治体から基幹相談支援センターの委託を受け

ている法人が、拠点機能強化加算を算定し拠点コ

ーディネーターを専任で配置している形態であ
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る。 

 地域の障害者相談支援事業所の経験の浅い相談

支援専門員が、基幹相談支援センターに併設され

ている障害者相談支援事業所に数ヶ月間実習し、

基幹相談支援センターの相談員や経験のある相談

支援専門員から直接指導を受けスキルアップを図

り、実習終了後は、実習中に受け持った計画相談

の利用者とともに自事業所に帰り、計画相談の担

当を続けることで、相談支援専門員の質の向上に

努めて連携を強めるとともに、相談支援専門員の

層を厚くしようとしていた。 

（3）複数法人が一体となり基幹と拠点を運営し

ている場合 

 複数法人が協定を結び、経験のある職員を出し

合い、同じ事務所で基幹相談支援センターと拠点

コーディネーターを配置していた。 

 法人の責任者による運営会議を設置して、基幹

相談支援センター、拠点コーディネーターの運営

を協議しながら複数法人が一体となり運営する形

態を続けている場合と、その後、基幹相談支援セ

ンターの職員を中心として新たな法人を開設し、

所属法人から新たな法人に移籍して、現在では一

つの法人として運営している場合があった。 

２．地域生活支援拠点等のコーディネーターに求

められる役割と業務内容 

(1) 基本的な役割 

地域生活の継続支援と、入所施設・病院等から

の地域移行支援の両輪を担う。緊急時対応と平時

の予防的支援の両面で活動する中核的存在。 

(2) 緊急時対応 

24時間対応の相談体制の整備と、緊急ショー

トステイの受け皿確保。医療的ケアや強度行動障

害のある人への支援体制の構築。緊急時の相談支

援専門員のフォローや、関係機関との連携調整。 

(3) 平時の支援と予防的取り組み 

潜在的要支援者の把握とリスト化、訪問による

状況確認。サービス未利用者への体験利用の促進

や、支援への導入。緊急事態を未然に防ぐための

地域診断や情報共有。 

(4) 地域移行支援 

宿泊体験や一人暮らし体験の機会提供と、地域

資源のマッチング。入所施設や精神科病院との連

携による退所・退院支援。地域移行希望者へのア

セスメントと支援計画の調整。 

(5) 人材育成と事業所支援 

相談支援専門員やサービス管理責任者への研

修・勉強会の企画実施。事業所間のネットワーク

構築と、支援の質の向上を図る取り組み。緊急対

応事例の分析とフィードバックによる学びの共

有。 

(6) 地域との連携と仕組みづくり 

自立支援協議会や地域の会議体と連携し、地域

全体の支援体制を構築。行政・基幹・事業所との

協働による持続可能な支援の仕組みづくり。 

３．基幹相談支援センターとの機能・役割分担 

(1) 基本的な役割分担 

基幹相談支援センターは、相談支援専門員のバ

ックアップや地域課題の可視化、行政との連携を

担う。拠点コーディネーターは、地域生活の継続

支援や地域移行支援、事業所の資質向上、人材育

成を主に担当。両者は相談内容に応じて柔軟に役

割を分担し、共働体制を構築している。 

(2) 緊急時対応と平時の支援 

緊急時には、基幹とコーディネーターが連携

し、ショートステイの調整や相談員のフォローを

実施。平時には、潜在的要支援者の把握や体験利

用の促進、支援体制の整備をコーディネーターが

主導。緊急事態（災害時）の個別支援計画の策

定・促進も両者で協働して行う。 

(3) 人材育成と事業所支援 

基幹は相談支援専門員の育成を、拠点はサービ

ス提供事業所の支援力向上を担う。サビ管向け研

修や虐待防止研修などを通じて、地域全体の支援

力の底上げを図る。 

(4) 協議会・会議体との連携 

自立支援協議会や地域づくり部会等と連携し、
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地域課題の共有と解決に取り組む。協議会の運営

会議で、基幹・拠点・委託法人が情報共有と方針

確認を行っている。 

(5) 制度的・構造的な課題 

基幹と拠点の業務が重複しやすく、役割の明確

化と仕組み化が今後の課題。拠点コーディネータ

ーの専従配置が難しく、基幹職員との兼務体制が

現実的な対応となっている状態が残っている。 

４．「緊急時」の定義 

(1) 緊急時の基本的な定義 

行政として明確な定義は設けていないが、「一

人で家で過ごせない状態」が緊急と判断される基

準。日常生活が維持できない、または生命・安全

に関わる状況が該当。 

(2) 緊急時の具体的なケース 

・同居家族の急病・死亡・入院により、障害者が

一人で生活できなくなる。 

・虐待・DV・災害などにより、その場にいること

が危険な状態。 

・衣食住のいずれかが欠け、生命に危険が及ぶ可

能性がある。 

・医療的ケア児が必要とする医療デバイスの電源

喪失や、支援者不在による服薬・食事・夜間の支

援が困難な状態。 

・本人や家族が支援を求められず、孤立している

状況。 

(3) 緊急性の判断軸 

「情報量の少なさ」と「対応までの猶予の短

さ」の 2軸で緊急性を判断。生活スタイルの変更

が急を要し、支援情報が不足している場合は特に

緊急度が高い。 

(4) 対応体制と準備 

地域定着支援の対象者をリスト化し、アセスメ

ント情報を台帳で管理。緊急ショートステイの空

床確保や、24時間相談体制の整備。緊急事態

（災害時）の個別支援計画の策定と、相談支援専

門員による事前準備の促進。 

このように、「緊急時」は単なる突発的な出来

事だけでなく、支援の欠如や生活基盤の崩壊が予

見される状態も含まれる。 

５．実際の緊急時対応事例 

事例①：親の急病による緊急対応 

知的障害のある男性が母親と二人暮らし。生活

介護の送迎時に母親が倒れ緊急搬送され、本人が

一人で生活できない状況に。ショートステイ先が

見つからず、重度訪問介護を緊急で導入し、在宅

支援を実施。 

事例②：虐待による緊急保護 

精神障害のある女性が父親からの暴言・虐待を

受けていた。医療保護入院や支援制度の利用が難

しい状況だったが、女性自立支援施設を経て障害

者グループホームへ移行。特例訓練等給付費が支

給され、事後に支給決定が行われた。 

事例③：強制退去による住居喪失 

全盲の方が職業相談窓口に来所し、「今日中に

家を出て行け」と言われたと相談。基幹がホテル

まで同行し、緊急避難を支援。その後の住居確保

に向けた支援も継続。 

事例④：グループホームからの退所後の行き場喪

失 

グループホームを退所したが、次の受け入れ先

が未定で、基幹の休憩室で一時的に保護。体験利

用の調整や新たな施設とのマッチングを進めた。 

事例⑤：親の死亡・高齢化による支援困難 

高齢の両親と暮らす知的障害者が、父親の過労

による体調不良で支援困難に。通所事業所への送

迎を基幹が担い、日中活動を継続できるよう支

援。 

事例⑥：精神障害者の家出と保護 

18歳の女性が父親からの叱責で家出。行き場

がなく、拠点で一時保護後、自立援助ホームへつ

なげた。 

事例⑦：金銭搾取による避難支援 

知的・身体障害のある方が、右翼を名乗る者か

ら金銭を搾取されていた。警察からの要請で一時

避難を支援し、次の受け入れ先を調整。 

5



事例⑧：災害時の支援困難ケース 

発語のないダウン症の方と高齢の母親が同居。

母親が骨折し入院、本人の生活が困難に。施設で

の一時受け入れを調整し、最終的に入所施設へ移

行。地域の事業所と施設間で支援情報を共有し、

地域全体で支える体制を構築。 

事例⑨：精神障害者の外来通院者のリスク 

外来通院のみで支援につながっていない精神障

害者が多数存在。8050問題のリスクが高く、病

院のケースワーカーと連携し、リストアップと支

援の検討を進めている。 

６．「平時」の定義 

(1) 平時の基本的な考え方 

「平時」とは、緊急事態が発生していない通常

の状態を指し、支援の準備や予防的な取り組みを

行う重要な期間。緊急時に備え、支援体制や関係

性を整えることが主な目的。 

(2) 潜在的要支援者への対応 

行政やサービスと未接続の人をリスト化し、訪

問やモニタリングを通じて状況を把握。情報量が

少なく、支援につながっていない人ほどリスクが

高いため、優先的に対応。 

(3) 既存支援者との連携と育成 

すでに支援を受けている人については、主役は

既存の支援者。支援者のスキル向上や、事業所間

の連携強化が平時の支援ニーズ。コーディネータ

ーは、支援者が「困った」と言える関係性を築く

ことが重要。 

(4) 支援体制の整備と情報共有 

緊急事態災害支援計画の策定・更新を促進し、

実効性のある備えを構築。メーリングリストや広

報を活用し、地域全体での支援体制を「ワンチー

ム」で整える。 

(5) 地域づくりと予防的支援 

地域の事業所と連携し、体験利用の促進や支援

の入り口づくりを行う。緊急対応事例の分析とフ

ィードバックを通じて、予防的な支援の質を高め

る。 

このように、平時は「つながりをつくる」「支

援力を育てる」「備える」ための重要な時間であ

り、緊急時の支援を支える土台となる。 

７．「平時」の支援内容とニーズ 

(1) 潜在的要支援者の掘り起こし 

行政やサービスと未接続の人を対象に、リスト

化・訪問・状況把握を実施。民生委員や警察、地

域包括支援センターなどからの情報も活用し、支

援につなげる。 

(2) 支援者・事業所との連携強化 

拠点連携担当者（サビ管等）とのネットワーク

構築を進め、日常的な情報共有を促進。事業所の

「気になる利用者」情報を集約し、コーディネー

ターが支援の橋渡しを行う。 

(3) 人材育成と支援力の底上げ 

通所事業所向けに「将来の暮らし」をテーマと

した勉強会を実施。利用者のアセスメント力を高

め、支援の根拠を言語化できるよう支援。サビ管

や現場職員が「困った」と言える関係性づくりが

重要。 

(4) 緊急時への備えと情報管理 

緊急事態災害支援計画の策定・更新を促進し、

相談員の意識向上を図る。緊急対応事例を分析

し、事業所へフィードバック。予防的支援に活

用。クライシスプランやケース会議の情報を拠点

と連携させる仕組みづくりが課題。 

(5) 地域資源と制度の活用 

拠点機能強化加算の活用に向け、ケース数の確

保や市町村間のバランス調整が必要。小規模自治

体では制度運用が難しく、柔軟な仕組みづくりが

求められる。 

(6) 自立支援と生活体験 

将来の地域移行や家族同居からの生活の場の移

行に向けて、グループホームの体験利用や一人暮

らし訓練用アパートを活用し、段階的な宿泊体験

を通じて自立に向けた支援を実施する。 

(7) 継続的な関わりと予防的支援 

8050問題や引きこもりの事例では、日常的な
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関わりが緊急時の対応につながった。周囲の支援

者が変化の兆しを捉え、タイミングを逃さず働き

かけることが求められる。 

このように、平時の支援は「つながりをつく

る」「支援力を育てる」「備える」ことを通じて、

緊急時に備える土台を築く重要な取り組みであ

る。 

８．地域移行に向けた役割としての、入所施設や

精神科病院等との連携や支援の内容 

(1)精神科病院との連携体制 

地域移行ワーキンググループや委託相談支援事

業と連携し、精神科病院を訪問。ニーズ調査や退

院希望者への支援を行い、共同生活援助の体験を

通じた地域移行を推進している。病院内の相談支

援事業所やソーシャルワーカーと定期的に情報交

換を行い、ネットワークを構築。医師との連携も

強く、サービス担当者会議にも継続的に参加して

もらっている。 

(2) 入所施設との連携と意識づけ 

認定調査やアンケートを通じて入所者の意向を

把握し、希望者には直接面談を行い支援につなげ

ている。高齢化や重度化により地域移行が難しい

ケースもあるが、意思決定支援の導入を契機に、

施設側の意識変容を促している。施設長会議の再

構築も課題として挙がっている。 

(3) 地域移行支援の仕組みと実践 

市町村や基幹相談支援センターが病院と連携

し、退院支援や居住支援を実施。地域移行検討会

や事例検討会を通じて、課題の共有と支援方針の

検討を行っている。宿泊体験や一人暮らし体験な

ど、段階的な支援も提供されている。 

(4) 潜在的支援対象者へのアプローチ 

外来通院のみで支援に結びついていない 8050

問題層への対応も模索中。病院のケースワーカー

と連携し、対象者のリストアップを進めている

が、個人情報の壁が課題となっている。 

９．今後の課題 

(1) 人材・体制面の課題 

コーディネーターの配置は人件費分しか補助さ

れず、移動費や事業費が自己負担となるため、専

従配置が困難。ベテラン職員を配置したいが、財

政的に難しく、若手への交代や基幹との兼務が必

要。コーディネーターが孤立しないよう、チーム

で支える体制づくりが必要。人材育成が急務。特

に、コーディネーター候補の育成と、行政職員の

専門性向上が求められる。行政職員の異動が多

く、継続的な支援体制の構築が難しい。外部専門

人材の登用も検討すべき。 

(2) 制度・財源の課題 

地域生活支援拠点機能強化加算の算定にはケー

ス数の確保が必要だが、小規模自治体では困難。

個別給付への移行は財政的負担が大きく、特に人

口の少ない自治体では減収リスクが高い。委託料

と加算の併用や、3法人での役割分担など、柔軟

な制度運用が求められる。拠点機能強化加算の制

度設計が現場の実態に合っておらず、制度の見直

しが必要。 

(3) 支援の質と連携の課題 

重層的支援（高齢・生活困窮・子育て等）との

整理が必要で、庁内連携体制の強化が求められ

る。拠点と基幹の役割分担が不明確なままでは、

緊急時対応や予防的支援が機能しない。地域移行

支援（特にグループホームからの一人暮らし）へ

の支援が手薄で、今後の重点課題。拠点・基幹・

行政・事業所間の情報共有や連携が不十分で、仕

組みの再構築が必要。 

(4)精神障害者支援と地域整備 

精神障害者の緊急受け入れ体制が未整備で、病

院との協定も進んでいない。 

(5) 地域資源と住民協働の課題 

地域資源の都市部集中が進み、地方での支援体

制が脆弱化している。地域住民や店舗等の理解・

協力を得るための啓発や連携が必要（例：買い物

支援、見守り体制）。地域ぐるみの支援体制を構

築し、家族だけに負担が集中しない仕組みづくり

が求められる。 
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(6) 調査・分析・仕組み化の課題 

強度行動障害や医療的ケア児への対応に向けた

実態調査・支援スキルの可視化が必要。クライシ

スプランやケース会議の情報を拠点事業と結びつ

け、活用できる体制が求められる。拠点の存在や

理念が現場に浸透しておらず、理念共有と現場職

員の巻き込みが課題。キーパーソンの存在が地域

の進展に不可欠であり、行政と民間の信頼関係構

築が鍵。 

10．拠点コーディネーター未整備の自治体の課題 

(1) 人材不足と地域生活支援拠点等機能強化加算

算定の要件 

相談支援事業所では人材不足が深刻で、相談員

の確保・育成が困難。利用者増や職員の退職によ

り既存職員の負担が増大。拠点コーディネーター

配置には、常勤専任の相談員数や研修修了者の配

置など厳しい要件がある。 

(2)共働体制構築と自治体の役割 

1事業所での要件達成は困難なため、複数の相

談支援事業所が協定を結び協働体制を構築する案

がある。だが、法人間連携への抵抗もある。 

(3) 相談支援専門員の離職 

「ひとり相談支援事業所」では相談員が孤立し

やすく、離職の要因となっている。 

(4)拠点コーディネーター配置と相談支援事業所

の人員体制 

拠点コーディネーターには、地域支援体制や障

害者支援に関する一定の知識・経験が求められ

る。仮に加算要件を満たしても、地域移行や緊急

対応を担うには経験豊富な人材の確保が不可欠だ

が、現状では難しいとの声がある。計画相談体制

の弱体化によりセルフプランが増える懸念もあ

り、まずは相談支援専門員の増員とセルフプラン

解消が優先課題とされている。 

(5)制度理解の促進 

拠点コーディネーター配置に必要な加算要件に

は、自立生活援助の実施が含まれるが、同事業所

が少なく配置が困難との声がある。令和 6年度の

報酬改定で人員基準が緩和され、指定取得がしや

すくなった。加算算定には全事業での報酬請求が

必要と誤解する自治体もあり、制度理解の促進が

拠点整備の鍵となる。 

(6)自治体の人事ローテーション 

自治体職員は短期間の人事異動により制度理解

にとどまり、拠点コーディネーター配置に向けた

施策化等が難しいとの声があった。 

11．島しょ部における拠点コーディネーター 

人口が少なく、離島が点在している特徴がある

島しょ部の調査を行った。西日本にある人口約

4,000人の島しょ部における地域生活支援拠点コ

ーディネーター（以下、拠点コーディネーター）

の支援に同行及び自治体職員と併せてヒアリング

調査を行った。 

(1)島しょ部の特性 

行政区域内には複数の島があり、住民は点在。

船移動が基本で天候や時間に左右され、支援が届

きにくい。医療機関や駐在所がない島もあり、高

校がないため中卒後に島を離れる「島卒ち」も多

い。地域生活支援拠点のコーディネーターは、障

害者や家族支援、地域調整など多岐にわたる業務

を担い、年間約 170回の訪問を通じて中長期的な

支援を行っている。 

(2)地域生活支援拠点のコーディネーターに求め

られる役割と業務内容 

 地域生活支援拠点のコーディネーターは、障害

者や家族への支援、地域との調整など多岐にわた

る業務を担う。発達障害や依存症、ひとり親世帯

など支援が必要な世帯に対し、中長期的な支援を

実施。行政が対応しきれない部分を補い、子ども

をきっかけに支援へつなげることも多く、年間約

170回の訪問活動を行っている。 

（3）「緊急時」の定義 

島しょ部では夜間や悪天候時に船が出せず、移

動が困難な状況はすべて緊急時と捉えられる。あ

る島では 1か月に 4日しか船が出なかった例もあ

り、日頃から地域内で対応できる体制づくりが重
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要。ケアマネージャーや看護師、民生委員など地

域の協力者と支援対象者をつなげ、医療的緊急時

にはヘリ搬送も活用するが、天候に左右されるた

め島内対応が不可欠である。 

(4) 実際の緊急時対応事例 

 予定されていないショートステイの実施、医療

機関・家族への連絡を拠点コーディネーターがし

た場合など。通報や病状の急変、子育て中の不安

な状況なども含まれる。 

(5) 「平時」の支援内容とニーズ 

 包括支援センター主催の会合が島ごとに年 3回

開催され、保健師や民生委員などと連携し、困難

世帯の支援を検討している。拠点コーディネータ

ーは子育て支援アドバイザーとしても活動し、食

支援や保育所面談を通じて家族全体を支援。予防

的支援として定期的な面談やアセスメントを行

い、得た情報は庁内の会議で共有され、支援方針

の決定に活用されている。 

(6) 地域移行に向けた役割としての、入所施設や

精神科病院等との連携や支援の内容 

 グループホーム利用・地域移行など、関係機関

と連携し実施している。家庭訪問、同行支援など

も行い、定着支援にも取り組んでいる様子を参与

観察した。 

(7) 今後の課題 

 基幹相談支援センターが未設置で、包括的支援

体制や人材確保に課題がある。特に島しょ部で

は、緊急時対応や船賃補助の必要性が大きく、制

度設計が都市部中心であるため、報酬加算や指定

の対象外となるなど、離島やへき地の実情に合っ

ていない。地域の実態に即した制度の緩和策が求

められている。 

 

ｃ．考察 

 インタビュー調査結果から、以下を考察した。 

１． 拠点コーディネーターが配置されている基

幹相談支援センターの設置形態 

 拠点コーディネーと基幹相談支援センターは密

接に関連しながら業務を行う体制を整えており、

２つの事業が一体となって運営する効果が考えら

れる。 

 同一法人の職員で拠点コーディネーターと基幹

相談支援センターを行うことが、指揮命令や労働

法規上の対応がしやすく運営上の整理がしやす

い。一方、一つの法人から拠点コーディネーター

と基幹相談支援センターに経験のある職員を複数

配置することが困難な場合もあるため、協定を結

ぶなど運営上の複雑さはあるものの、複数法人が

一体となり２つの事業を運営することによる効果

もある。また、地域の連携体制を構築する上で、

法人同士の結びつきも強まる可能性が高い。 

 基幹相談支援センターに地域の相談支援事業所

の相談支援専門員が数ヶ月間実習に行くことで質

の向上を図る取り組みは、拠点コーディネーター

を配置するため、地域の相談支援体制の層を厚く

することに寄与すると考えられる。 

２．地域生活支援拠点のコーディネーターに求め

られる役割と業務内容 

 地域生活支援拠点のコーディネーターには、

「地域生活の継続支援」と「施設等からの地域移

行支援」の 2つの役割がある。特に、緊急時対応

体制の整備と平時からの予防的支援が重要であ

り、24時間相談体制や短期入所の輪番制、医療

的ケアや行動障害への対応体制の構築が進められ

ている。また、地域資源の把握や体験利用の促

進、人材育成、事業所との連携を通じて支援体制

を強化。潜在的支援対象者の把握や調査を通じて

早期支援につなげる役割も担う。 

３．基幹相談支援センターとの機能・役割分担 

 地域生活支援拠点のコーディネーターと基幹相

談支援センターは、役割分担を明確にしつつ、相

談内容に応じて柔軟に対応を分け合っている。基

幹は相談支援専門員の支援や地域課題の可視化、

行政との連携を担い、拠点は生活支援や地域移

行、人材育成を担当。両者は協議会や会議を通じ

て連携し、緊急時には基幹のネットワークと拠点
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の現場力を活かして対応。人材育成では対象を分

けて研修を行い、地域全体の支援力向上を図って

いる。 

４．「緊急時」の定義 

 「緊急時」の明確な定義はないが、現場では

「一人で家で過ごせない状態」を基準に判断され

る。対象は単身の障害者や SOSを発信できない世

帯で、地域定着支援や自立生活援助の対象として

台帳管理されている。突発的な事態だけでなく、

数日後に予見される困難も含まれる。衣食住の欠

如、ライフラインの停止、虐待、災害、孤立など

も緊急とされ、特にサービス未利用者の突然の支

援要請は深刻。今後は関係機関で定義を整理し、

統一的な対応と平時からの備えが求められる。 

５．実際の緊急時対応事例 

 緊急時対応では、知的障害のある方の支援が多

く、家族の急病や死亡、虐待、住居喪失など多様

なケースに対応している。行政・基幹・コーディ

ネーターが連携し、ショートステイや重度訪問介

護、ホテル避難、グループホームの一時受け入れ

など柔軟な支援を実施。特にサービス未利用者に

は訪問による状況把握や意思表出の支援が重要。

事前の台帳整備や支援者育成、地域資源の把握が

支援の質を左右し、地域全体の支援力向上にもつ

ながっている。 

６．「平時」の定義 

 「平時」とは緊急事態が発生していない通常の

状態を指し、その期間の支援の目的は、潜在的リ

スクの早期把握と緊急時への備えである。地域定

着支援対象者にはモニタリングを強化し、生活変

化を細かく把握。サービス未利用者には体験利用

を促し、既存支援者の支援力向上も図る。事業所

間の連携や顔の見える関係づくりも重要で、定期

的なリスト作成と訪問により情報を蓄積。支援は

相談支援専門員が主導し、必要に応じてコーディ

ネーターが支援する体制が基本である。 

７．「平時」の支援内容とニーズ 

 平時の支援では、行政やサービスとつながって

いない潜在的要支援者の掘り起こしが重要であ

り、訪問やリスト化を通じて早期支援につなげる

体制づくりが求められる。計画相談支援員の負担

軽減や専門的視点の導入のため、コーディネータ

ーとの連携が効果的であり、拠点連携担当者やサ

ビ管ネットワークの構築も進行中。災害支援計画

の実効性向上や人材育成、事例を活用した研修も

行われ、地域全体で支援力を高める予防的取り組

みが進められている。 

８．地域移行に向けた役割としての、入所施設や

精神科病院等との連携や支援の内容 

地域移行支援では、精神科病院や入所施設との

連携が重要であり、コーディネーターは病院訪問

やニーズ調査、退院支援を実施。医師やソーシャ

ルワーカーとのネットワークを活かし、地域移行

会議や支援調整を行っている。入所施設ではアン

ケートや面談を通じて希望者を把握し、一人暮ら

し体験なども活用。施設側の抵抗には意思決定支

援を通じて意識変容を促している。外来通院者や

潜在的支援対象者のリスト化も進められ、地域全

体で支援体制の構築が進められている。 

９．今後の課題 

地域生活支援拠点の体制整備においては、人材

確保と財源不足が大きな課題であり、専従配置が

求められる一方で運営費が不足し、若手育成も進

みにくい。行政と民間の連携体制も不安定で、異

動の多い行政職員に代わり、提案力と調整力を持

つキーパーソンの存在が重要となる。複合的困難

を抱えるケースの増加により、庁内連携や包括的

支援体制の構築も必要。PDCA による継続的な仕

組みづくりや、地域資源の偏在への対応も今後の

焦点である。 

10．拠点コーディネーター未整備の自治体の課題 

(1) 人材不足と地域生活支援拠点等機能強化加算

算定に向けた自治体の役割 

1事業所での要件達成は困難なため、複数の相

談支援事業所が協定を結び協働体制を構築する案

がある。しかし、法人間連携への抵抗もある。行
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政が仲介し、地域の相談支援体制整備を主導する

ことが市町村の重要な役割である。 

複数法人が協定を結び一体的に運営することで

「ひとり相談支援事業所」の相談支援専門員の孤

立を防ぎ、報酬増や人員確保につながる。事務所

の共用や基幹相談支援センターの併設により、相

談体制の強化が可能となる。さらに、地域移行等

の事業を行うことで拠点機能強化の要件を満た

し、コーディネーター配置を実現することができ

る。 

(2)拠点コーディネーター配置と相談支援事業所

の人員体制 

拠点コーディネーターには、地域支援体制や障

害者支援に関する一定の知識・経験が求められ

る。仮に加算要件を満たしても、地域移行や緊急

対応を担うには経験豊富な人材の確保が不可欠だ

が、現状では難しいとの声があった。 

拠点コーディネーターは計画作成は行えない

が、地域全体の支援体制構築や地域移行の推進に

貢献できる。経験ある人材を配置しないことは地

域にとって損失となる。複数事業所による協働体

制で報酬が増えれば、新たな人材の採用・育成が

可能となり、体制強化につながる。 

(3)指定特定相談支援事業所の運営基準と事務所

の共用 

指定計画相談支援事業では、必要な広さと設

備・備品の整備が求められるが、明確な面積や設

備基準はなく、市町村との協議で判断される。複

数事業所が同一事務所で業務を行う場合、秘密保

持のための措置が必要とされる。従業者や管理者

は業務上知り得た利用者情報を正当な理由なく漏

らしてはならず、事業者はその防止策を講じるこ

とを市町村から求められることは考えられる。 

(4)制度理解の促進 

拠点コーディネーター配置に必要な加算要件に

は、自立生活援助の実施が含まれるが、同事業所

が少なく配置が困難との声があった。 

令和 6年度の報酬改定で人員基準が緩和され、

指定取得がしやすくなった。加算算定には全事業

での報酬請求が必要と誤解する自治体もあり、制

度理解の促進が拠点整備の鍵となる。 

(5)地域の支援体制整備と自治体・民間の協力 

自治体職員は短期間の人事異動により制度理解

にとどまり、施策化が難しいとの声がある。一

方、先進的な自治体では、基幹相談支援センター

が設置され、拠点コーディネーターが配置され、

自治体職員が民間法人の職員から知恵を借り、意

見を出し合い、協力し合いながら地域の支援体制

整備に取り組んでいた。 

拠点コーディネーターの配置は、地域生活支援

の実施にとどまらず、自治体と民間の協働による

障害福祉体制構築の契機となるものと考えられ

る。 

 

ｄ．結論 

 今回の調査によって、以下のことが明らかとな

った。 

１．基幹相談支援センターとの機能・役割分担と

拠点のコーディネーターに求められる役割 

 拠点コーディネーと基幹相談支援センターは密

接に関連しながら業務を行う体制を整えており、

２つの事業が一体となって運営する効果がある。 

 拠点コーディネーターと基幹相談支援センター

は、役割分担を明確にしつつ、対応を分け合って

いる。基幹は相談支援専門員の支援や地域課題の

可視化、行政との連携を担い、拠点は生活支援や

地域移行、人材育成を担当している。両者は協議

会や会議を通じて連携し、緊急時には基幹のネッ

トワークと拠点の現場力を活かして対応してい

る。人材育成では相談支援と障害福祉サービス事

業支援員と対象を分けて研修を行い、地域全体の

支援力向上を図っている。 

地域生活支援拠点のコーディネーターには、

「地域生活の継続支援」と「施設等からの地域移

行支援」の 2つの役割がある。緊急時対応体制の

整備と平時からの予防的支援が重要であり、24
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時間相談体制や緊急短期入所の確保、医療的ケア

や行動障害への対応体制の構築が進められてい

る。また、地域資源の把握や体験利用の促進、人

材育成、事業所との連携を通じて支援体制を強化

し、潜在的支援対象者の把握や調査を通じて早期

支援につなげる役割も担う。 

地域移行支援では、精神科病院や入所施設との

連携が重要であり、コーディネーターは協議会の

精神科病院ワーキングや委託相談支援員と連携

し、病院訪問やニーズ調査、退院支援を行ってい

る。入所施設では、認定調査やアンケートを通じ

て移行希望を把握し、希望者には直接面談して支

援につなげている。一人暮らし体験や宿泊体験も

活用され、生活力の確認や不安軽減を図ってい

る。 

２.「緊急時」の定義と支援内容 

「緊急時」の定義は明確に定められていないも

のの、障害特性や介護者の不在により、日常生活

が維持できなくなった状態であり、衣食住の欠如

やライフラインの停止、虐待・災害・孤立なども

含まれる。 

特に、サービス未利用者が突然支援を必要とす

るケースは、情報不足と即時対応の必要性が重な

り、対応に深刻な困難が伴うため、拠点コーディ

ネーター、行政、基幹相談支援センター、障害福

祉サービス事業所、相談支援専門員が共通認識を

持ち、平時から支援体制を強化することが求めら

れる。 

３.「平時」の定義と支援内容 

「平時」とは、緊急事態が発生していない通常

の状態を指し、潜在的なリスクを早期に把握し、

緊急時に備える体制を整えることことである。事

業所間の連携強化や顔の見える関係づくり、潜在

的要支援者について、定期的なリスト作成と訪問

を通じて情報を蓄積し、アセスメントを深めるこ

とで、緊急時の迅速な対応につなげる。 

平時の支援は、コーディネーターが前面に出る

のではなく、計画作成している相談支援専門員が

緊急時を見据えた対応を準備し、必要に応じてコ

ーディネーターが支援する。情報共有や体制づく

りを通じて、地域全体で支援力を高めることが平

時の拠点コーディネーターの役割である。 

平時の支援では、行政やサービスとつながって

いない潜在的要支援者の掘り起こしや、将来の生

活の場に対する不安を抱える利用者に、グループ

ホームや一人暮らしの体験の機会を提供する等の

対応が重要である。 

コーディネーターと拠点連携担当者やサビ管と

のネットワークの構築を進めることも必要であ

る。緊急事態（災害時）支援計画の実効性を高め

るための取り組みや、緊急対応事例の分析・フィ

ードバック、事業所職員の人材育成も含まれる。 

また、行政・基幹・コーディネーターが連携

し、定期的なケース会議や情報共有を通じて、地

域全体で支援体制を強化するなど、緊急時を未然

に防ぐための予防的取り組みが平時の支援であ

り、支援者の質の向上、地域資源の活用、開発が

求められる。 

４. 拠点コーディネーター未整備の自治体の課題 

相談支援事業所では深刻な人材不足が続いてお

り、相談員の確保・育成が困難な状況にある。 

拠点コーディネーターの配置には、法人間の連携

や共同体制の構築により、複数相談支援事業所に

よる一体的な管理運営によって、機能強化型（継

続）サービス利用支援費ⅠまたはⅡの算定を可能

とし、拠点機能強化事業所としての要件を満たす

ことを進めることが必要である。 

拠点コーディネーターには経験豊富な人材の配

置が求められるが、相談支援専門員の不足から、

セルフプランの解消と相談支援専門員の増員を優

先し、拠点コーディネーターの配置はその後の課

題とされがちである。複数相談支援事業所による

一体的な管理運営を進めることにより、事業所の

報酬が増え、相談支援専門員増員のための経費が

確保され、拠点機能強化加算を得るための要件が

揃い、拠点コーディネーター配置のための条件が
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整備されるという見通しを自治体職員がもち、取

り組みを進めることが、対応案として考えられ

る。 

５．島しょ部における拠点コーディネーターの支

援 

島しょ部では即時的支援が困難であるため、身

近な地域資源で対応できるような支援が日頃から

丁寧に行われていた。子どもの出生時から、食支

援も活用し、全ての島民が支援対象となって顔の

見える関係になっていった。行政と地域をよく知

る民間法人とが協働し、島内の身近な人とつなが

って、緊急になっても持ちこたえられるような仕

組みの構築を目指していた。島間移動に係る旅費

の捻出や、地域に精通した長期的支援に関われる

人材の育成などの課題もある。小規模人口の島し

ょ部の取組みは、人口減少時の日本における福祉

サービスの在り方を示唆していると考えられた。 

 

Ⅱ．入所施設等からの地域移行状況及び地域生活

支援拠点との関連に関する研究  

 研究分担者：大村美保 

ａ．研究方法 

1) 自治体調査 

人口 1万人以上の全国市区町村（令和 6年 4月

1日現在）1,209 ヶ所の障害保健福祉担当部局担

当者に対し、webによる横断調査を実施した．調

査期間は令和 7年 2月 28日〜3月 24 日であっ

た． 

2) 拠点コーディネーター調査 

全国の障害者支援施設 2,534ヶ所及び療養介護

事業所 261ヶ所の全数合計 2,795 ヶ所に対し、

web による横断調査を実施した．調査期間は令和

7年 2月 28日〜3月 24日であった． 

（倫理面への配慮） 

 筑波大学人間系研究倫理委員会による研究倫理

審査を受け承認された（2024 年 11月 15日研究

倫理課題番号東 24-78 号）． 

 

ｂ．研究結果 

1) 自治体調査 

回収数 354件、回収率 29.3％であった． 

《基礎情報》 

 令和 8年度末までの地域生活移行者数の目標値

は、平均 7.8人、中央値 4人、最大 105人、最小

0人で、2自治体は目標を設定していなかった。

一方、施設入所者数の目標値は平均 130.4 人、中

央値 73人、最大 1,807人、最小 0人で、12自治

体が目標を設定していなかった。令和 4年度末時

点の施設入所者数は平均 137.7人、中央値 79

人、最大 1,920人、最小 0人であった。入所施設

の所在地については、「調べれば算出可能」が

49.7%と最多で、「把握している」は 42.9%、「把

握していない」は 7.1%だった。「把握している」

自治体における、他都道府県の施設に入所してい

る人数は平均 10.1人、中央値 1人、最大 282人

で、入所者全体に占める割合では「0.1%以上 10%

未満」が最多の 45.6%、次いで「0%」が 36.3%、

「10%以上 20%未満」が 7.5%、50%以上は 5.0%だ

った。 

《地域生活支援拠点等の体制》 

地域生活支援拠点等の整備状況は、「整備済

み」が全体の 77.7%（275ヶ所）、「未整備」が

2.3%（79ヶ所）だった。整備年では、2021年度

が最も多く 57ヶ所（16.1%）、次いで 2020 年度

56ヶ所（15.8%）、2023年度 30ヶ所（8.5%）の順

だった。自治体の地域生活支援拠点が施設入所者

の地域生活移行に関与する程度は、「ほとんど関

わっていない」が 39.5%（140ヶ所）、「あまり関

わっていない」が 23.4%（83ヶ所）で、両者を合

わせた「関わっていない群」は 62.9%を占めた。

地域生活支援拠点コーディネーターの配置状況で

は、「配置していない」が 57.9%（205ヶ所）、「配

置している」が 33.1%（117ヶ所）であり、支援

体制の整備には課題が残る状況がうかがえる。 

《自由記述》 

令和 8年度末までの地域生活移行者数の目標値
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は平均 7.8人、施設入所者数の目標値は平均

130.4人で、目標未設定の自治体もあった。令和

4年度末の施設入所者数は平均 137.7 人で、入所

施設の所在地把握状況は「調べれば算出可能」が

最多。入所者のうち他都道府県施設利用者は平均

10.1人で、割合は「0.1%以上 10%未満」が最多だ

った。地域生活支援拠点は 77.7%が整備済みで、

整備年は 2021年度が最多。支援拠点の地域移行

への関与は 62.9%が「関わっていない群」で、コ

ーディネーターの配置も 57.9%が未配置だった。

自由記述分析では、コーディネーターに対し、医

療機関等との連携や地域移行後の定着支援、緊急

対応体制の整備など多様な期待が寄せられた。課

題としては、地域資源の整備、人材確保、制度の

複雑さによる事務負担、人材不足などが挙げられ

た。 

2) 入所施設 

回収数 830件で、回収率は 29.7％であった．

施設種別では障害者支援施設 781 件（回収率

30.8%）、療養介護事業所 49件（回収率 18.8%）

であった．  

《定員・現員》 

定員数（単位：人）は平均 56.3、中央値 50、

最小 5、最大 462であった．現員数 （単位：

人）は平均 52.4、中央値 48、最小 0、最大 396

であった． 

《退所者》 

令和 8年度末までの地域生活移行者数の目標値

は平均 7.8人、施設入所者数は平均 130.4 人で、

目標未設定の自治体もあった。令和 4年度末の施

設入所者数は平均 137.7人で、他都道府県施設の

利用者は平均 10.1人、割合は「0.1%以上 10%未

満」が最多だった。地域生活支援拠点は 77.7%が

整備済みで、整備年は 2021年度が最多。支援拠

点の地域移行への関与は 62.9%が「関わっていな

い群」、コーディネーター未配置は 57.9%だっ

た。自由記述分析では、コーディネーターに対

し、医療機関等との連携、定着支援、緊急対応体

制の整備など多様な期待が寄せられた。課題とし

て、地域資源整備、人材確保、制度の複雑さによ

る事務負担が挙げられた。令和 5年度の退所者数

は平均 3.5人で、3人以下の施設が 69.3%を占め

た。死亡退所者数は平均 1.5人で、2人以下の施

設が 77.6%、6人以上は 5.8%だった。 

《有期限入所者》 

現員数のうち有期限入所者数（単位：人）は平

均 0.9、中央値 0、最小 0、最大 99であった．有

期限入所者数別の施設数は「0人」が最も多く

780ヶ所(94.0%)、次いで「1人」「2人」がそれ

ぞれ 8ヶ所(1.0%)であった．有期限入所者数が

「0人」の施設は全体の 94.0%を占めた．一方、

有期限入所者が 6人以上と比較的多い施設は 25

ヶ所で全体の 3.0%に相当した． 

《地域移行》 

令和 8年度末の地域生活移行者数の目標は平均

7.8人、施設入所者数は平均 130.4人。令和 4年

度末の入所者は平均 137.7人で、他都道府県施設

利用者は平均 10.1人。地域生活支援拠点は

77.7%が整備済みだが、62.9%が地域移行に関与し

ておらず、コーディネーター未配置は 57.9%。自

由記述では、連携・定着支援・緊急対応など多様

な期待が寄せられ、制度の複雑さや人材不足も課

題とされた。令和 5年度の退所者は平均 3.5人、

死亡退所者は平均 1.5人で、いずれも少人数の施

設が多数を占めた。現員のうち 3年以内に地域移

行可能な人数は平均 2.0人で、「0人」の施設が

56.0%。意向確認担当者は 59.2%が未選任で、令

和 6年度に市町村から意向確認があった利用者は

平均 0.6人、「0人」の施設が 92.7%と多く、地域

移行の実質的な進展には課題が残る。 

《地域生活支援拠点等に対する認識と関与》 

令和 8年度末の地域生活移行者数の目標は平均

7.8人、施設入所者数は平均 130.4人。令和 4年

度末の入所者は平均 137.7人で、他都道府県施設

利用者は平均 10.1人。地域生活支援拠点は

77.7%が整備済みだが、62.9%が地域移行に関与し
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ておらず、コーディネーター未配置は 57.9%。自

由記述では、連携・定着支援・緊急対応など多様

な期待が寄せられ、制度の複雑さや人材不足も課

題とされた。令和 5年度の退所者は平均 3.5人、

死亡退所者は平均 1.5 人で、少人数の施設が多

数。3年以内に地域移行可能な人数は平均 2.0人

で、「0人」の施設が 56.0%。意向確認担当者は

59.2%が未選任で、市町村からの意向確認も

92.7%の施設で「0人」。支援拠点の役割認知は

79.2%、コーディネーターの認知は 68.8%だが、

実際に関与している施設は 2.4%にとどまる。意

向確認担当者との連携を重視する施設は 49.3%

で、重視しない施設と拮抗していた。 

《令和 5年度 1年間での退所者に関する分析》 

令和 8年度末の地域生活移行者数の目標は平均

7.8人、施設入所者数は平均 130.4人。令和 4年

度末の入所者は平均 137.7人で、地域生活支援拠

点は 77.7%が整備済みだが、62.9%が地域移行に

関与しておらず、コーディネーター未配置は

57.9%。退所者は平均 3.5人、死亡退所者は平均

1.5 人。3年以内に地域移行可能な人数は平均

2.0 人で、「0人」の施設が 56%。意向確認担当者

は 59.2%が未選任。支援拠点の役割認知は

79.2%、コーディネーターの認知は 68.8%だが、

実際の関与は 2.4%。令和 5年度の退所者 934人

の分析では、平均年齢 56.2歳、障害支援区分 6

が最多。移行先は入院が最多で、在宅系移行は

32.9%。移行先が同一法人でない割合は 77.1%。

体験実施は 32.7%にとどまり、同一法人移行では

体験実施率が高かった。連携先数は移行先により

異なるが、有意差は見られなかった。 

《自由記述》 

入所利用者の地域移行に関わって自治体に対す

る期待、及び地域生活支援コーディネーターへの

期待についての自由記述を得た． 

入所利用者の地域移行に関わる自治体に対する入

所施設からの期待は、分析の結果、以下の 6点の

主要な観点に分類された． 

1. 社会資源の整備・拡充 

2. 柔軟な制度運用と支給決定 

3. 情報提供と連携・調整支援 

4. 地域理解の促進と住民啓発 

5.人材確保 

6. 地域移行後のフォローアップ体制 

入所利用者の地域移行に関わる地域生活支援拠

点コーディネーターに対する入所施設からの期待

は、分析の結果、以下の 7点の主要な観点に分類

された． 

1.情報提供・共有 

2.連携・調整の促進 

3.地域資源の整備・活用 

4.地域移行後の支援 

5.利用者・家族への支援 

6.制度や役割の周知・理解促進 

7地域との関係構築 

 

ｃ．考察 

本研究は、地域生活支援拠点に求められる機能

の一つである地域移行について、入所施設との連

携や支援内容、その標準的な支援内容を整理する

ため、自治体及び入所施設に対する調査により、

地域移行の実態と地域生活支援拠点との連携状況

の実態を把握することを目的として、全国規模で

の横断調査を実施したものである．自治体調査お

よび施設調査の両者から得られた結果から、地域

移行支援体制の整備・運用に関して以下 3点の考

察を行う． 

1. 自治体による地域移行への関与 

 地域生活支援拠点は約 8割の自治体で整備済み

だが、地域移行への関与は 4割未満、コーディネ

ーター配置率も 33.1%にとどまる。施設の 9割以

上で自治体からの意向確認が「0人」となってお

り、自治体の実質的関与は限定的。一方、施設側

は自治体に対し、情報提供や連携調整の中核的役

割を期待している。先進自治体では、入所者の状

況把握や意向確認をもとに地域移行を推進してお
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り、他自治体の参考となる。施設側からは、社会

資源の整備、体験や短期入所の柔軟運用、制度改

善、啓発活動、人材確保、移行後の支援体制構築

など多岐にわたる支援の必要性が指摘され、地域

移行は一時的な措置ではなく、生活の質を高める

包括的支援として捉えられている。 

2. 入所施設からの地域移行 

 地域生活支援拠点は約 8割の自治体で整備済み

だが、地域移行への関与は 4割未満、コーディネ

ーター配置率も 33.1%にとどまる。施設の 9割以

上で自治体からの意向確認が「0人」となってお

り、実質的関与は限定的。3年以内に地域移行が

見込まれる利用者も平均 2.0人と少なく、56.0%

の施設で「0人」とされ、制度面だけでなく価値

観や組織文化の変革が求められる。退所者の約 7

割は他施設・医療機関へ移行し、在宅系は約

33%。体験実施は在宅系で高く、支援の準備が重

要とされる。意向確認担当者は約 6割が未選任

で、令和 8年度の義務化に向けた体制整備が課

題。一部では拠点やコーディネーターが実際に移

行支援に関与しており、好事例として他自治体の

参考となる。施設側からは、社会資源整備、制度

運用の柔軟化、人材確保、啓発活動、移行後の支

援体制構築など、包括的支援への要望が多く寄せ

られている。 

3. 地域生活支援拠点及び地域生活支援拠点コー

ディネーターに求められる役割 

 自由記述の分析から、地域生活支援拠点コーデ

ィネーターには多岐にわたる役割が期待されてい

ることが明らかとなった。自治体からは、関係機

関との連携や定着支援、緊急対応、地域資源の整

備などが挙げられ、入所施設からも情報共有、連

携促進、制度理解の支援、地域との関係構築な

ど、現場での機能的期待が高いことが示された。 

 地域生活支援拠点コーディネーターには、連携

調整、定着支援、緊急対応、資源開発など多様な

役割が期待されている。これらの期待は拠点やコ

ーディネーターに限らず、基幹相談支援センター

や協議会、障害福祉計画を通じて制度的に共有・

実装されるべきである。しかし、自治体の役割理

解と機能活用が限定的で、期待と実践の間に乖離

が見られる。 

 地域生活支援拠点コーディネーターには、連携

調整や定着支援に加え、利用者や家族への説明・

心理的支援も期待されている。これは意向確認担

当者の代替ではなく、補完的な支援役割として捉

えられている。一方で、人的資源の不足や制度の

複雑さ、関係機関との連携の弱さなど、役割を実

効的に果たす上での構造的課題も明らかとなり、

基幹相談支援センターとの役割分担の明確化が求

められている。 

本調査は、障害者の地域移行支援における制度

設計と現場実装の乖離を明らかにし、中間支援機

能の強化が不可欠であることを示している。今後

は、地域生活支援拠点およびコーディネーターの

役割明確化と人材育成に加え、自治体と施設の連

携強化、支援体制の整備、実践知の蓄積と共有が

重要な課題となる。 

 

ｄ．結論 

本研究は、障害者の地域生活移行支援において

中核的な役割を担う地域生活支援拠点およびその

地域生活支援拠点コーディネーターの機能に着目

し、自治体および入所施設を対象とした全国規模

の調査を通じて、現状と課題を明らかにすること

を目的とした． 

本調査により、自治体では地域生活支援拠点の

整備が進む一方、地域移行支援への実質的関与や

コーディネーターの配置は依然として限定的であ

ることが明らかとなった。入所施設でも、3年以

内の地域移行が見込まれる利用者は少なく、意向

確認担当者の未選任率が高いなど、支援体制の整

備が不十分である。自治体や施設からは、コーデ

ィネーターに対し、情報提供、関係機関との調

整、地域資源の開発、移行後の支援継続、制度の

周知など多様な期待が寄せられているが、制度の
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煩雑さや人的資源の不足がその実現を妨げてい

る。これらの期待は自治体全体の制度的枠組みの

中で共有・実装されるべきであり、制度設計と現

場実装の乖離を埋める中間支援機能の強化が不可

欠である。今後は、自治体と施設の連携深化、支

援体制の明確化、人材育成、実践知の共有を通じ

た持続可能な地域移行支援体制の構築が求められ

る。 

 

Ⅲ．精神科病院における地域移行支援の実態把握

に関する研究 

研究分担者：贄川信幸 

 

ａ．研究目的 

本分担研究では，地域移行に向けた役割として

の連携や支援の内容を，全国の地域移行に関わる

精神科病院における支援や連携の実態から，量

的・質的に明らかにすることを目的とした。 

当初，上記の目的に基づき，2024年度は精神

科病院を対象とした実態把握調査を行う予定でい

た。しかし，調査内容の検討の途上で，より焦点

化した調査を行うためには，地域生活支援拠点等

体制と拠点コーディネータを位置付けたロジック

モデル（プログラム理論）を作成する必要がある

との議論となった。そこで，2024年度は，精神

科病院からの地域移行に関する一連の取り組み

を，地域生活支援拠点等の体制整備と拠点コーデ

ィネータに焦点を当てた“プログラム”として可

視化する，暫定のプログラム理論を構築すること

を目的とした。 

 

ｂ．研究方法 

１． 対象 

(1) 精神科病院 

全国 47都道府県の精神科情報センターより，

全国の精神科病床を有する病院（n=1480）（以

下，精神科病院）を対象とした。 

各病院で地域移行支援の担当部局へ依頼文を送

付し，対象病院で，組織としての地域移行の取り

組みを把握する専門職の選定を求め，調査票の回

答者とした。 

(2) 有識者との意見交換 

精神障害者の「効果のあがる地域移行・地域定

着支援プログラム」の開発，改善を中心的に取り

まとめ，自治体の自立支援協議会の地域移行部会

にも参画する実践家を対象とした。 

２．調査等の実施方法 

(1) 精神科病院調査 

郵送法による記名自記式調査を，横断デザイン

により計画した。記名は病院名であり，記名とす

る理由は，回答に基づき詳細な聴き取りを行う可

能性があるためである。 

(2) 有識者との意見交換 

 半構造化面接により行った。 

(3) プログラム理論の構築 

 Rossi ら（2004）のプログラム理論の枠組みを

援用して作成した。 

プログラム理論とは、社会的介入プログラムが

どのように機能し、どのような成果をもたらすか

を理論的に説明する枠組みであり、プログラム評

価において重要な役割を果たす。Rossiらは、プ

ログラム評価を「社会的介入の効果を科学的に検

討し、社会状況の改善に資する知見を提供するも

の」と定義し、ニーズ評価から効率性評価までの

5階層で構成されるとした。その中でもプログラ

ム理論は「理論評価」に位置づけられ、成果の妥

当性や改善点を明確にするために不可欠である。

Rossiらの理論は「インパクト理論」と「プロセ

ス理論」から成り、前者は成果がどのように生じ

るかの仮説、後者はサービス提供の流れや組織体

制を示す。地域生活支援拠点やコーディネーター

の役割はこのプロセス理論の「組織計画」に関係

し、普遍的な支援要素の明確化が求められる。 

３．調査内容 

(1) 精神科病院調査 

調査票は，地域生活支援拠点，基幹相談支援事
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業，精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

等と連携した精神科病院における地域移行支援の

実態，工夫や困難点を問う内容で構成する。 

ただし，この項目はプログラム理論が描かれた

のちに，その要素の実施状況を問うものとなるた

め，以下で具体的に挙げるのは，暫定の調査項目

である。 

①入院患者と地域移行に関する実態 

令和 7年 6月 30日時点における入院患者数，1

年・5年以上の入院患者数，地域移行の実績，拠

点コーディネータとつながっている人の数（アウ

トカム指標）。 

②地域移行支援の内容 

「効果のあがる退院促進支援プログラム」の効

果的援助要素および「地域生活支援拠点等コーデ

ィネーターガイドブック」に記載される取り組み

で，精神科病院に関する事項のうち，外部組織と

の連携を必要とする項目のチェックボックスを用

い，実施／未実施の 2段階回答としたる（プロセ

ス指標）。 

③地域移行支援における連携の状況 

地域移行支援において連携をとっている機関の情

報を問う。 

④地域移行支援における工夫と困難 

自由記述により，長期入院者の地域移行支援にお

ける工夫と困難を，とくに地域生活支援拠点コー

ディネータ，および他機関との連携に焦点を当て

て問う。 

４．分析 

(1) 精神科病院調査 

量的データは，記述統計および推測統計（プロ

セスとアウトカムの関連）により統計的に処理す

る。質的データには内容分析を用いる。固有名詞

や個人等が特定される記述は，結果に影響しない

範囲で抽象化する等により匿名化をはかる。 

(2) プログラム理論の構築 

 有識者との半構造化面接で聴取した内容はメモ

として記録し，その内容を踏まえ，プログラム理

論を質的帰納的に検討する。その際，既存「効果

のあがる地域移行・地域定着支援プログラム」を

参照し，精神科病院と地域支援事業所，行政が関

与する組織，そこにおけるコーディネート機能に

焦点を当てて作成する。 

 

ｃ．研究結果 

１．精神科病院調査 

2024年度は，プログラム理論の検討に留まっ

たため，調査は実施に至らなかった。 

２．プログラム理論 

(1) インパクト理論 

 精神科病院からの地域移行において，地域生活

支援拠点等の整備により目指すゴールは，ニーズ

を踏まえると，効果のあがる地域移行・地域定着

支援プログラムのインパクト理論と同じものが描

かれると考えられた。すなわち，プログラムによ

り，入院患者の地域生活への動機付け，医療機

関・病棟スタッフの退院への意識向上，地域支援

体制のネットワーク構築の 3つが近位アウトカム

に位置づき，それによる早期の退院実現が中位ア

ウトカム，地域生活の維持・安定，および質の高

い自立的な地域生活の実現を遠位アウトカムとし

た。 

(2) プロセス理論 

①サービス利用計画 

精神科病院からの地域移行支援において、効果

的なサービス利用計画は、入院初期から退院後の

定着支援までを一貫して構成する必要がある。広

報・啓発、退院意向の把握、動機付け、治療・退

院計画、地域資源の活用、退院後の継続支援、自

立支援プログラムまでが流れの中心となる。ま

た、従来の長期入院者だけでなく、新規入院者が

長期化しないよう、地域支援事業者と連携した早

期介入の重要性も指摘された。 

i) 入院前の状況の把握と共有を行うこと。 

ii) 早期の退院を困難とさせる課題が確認された

者に対しては，住居の課題，経済面の課題，家族
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関係や退院後の身近なケア提供者に関する課題，

身体合併症や高齢に伴う課題などを多面的に検討

し，対応すること。 

iii) 再発のリスクが高いと考えられる場合に

は，本人の希望を中心としたリカバリー志向

（recovery oriented）の観点で，症状管理とリ

カバリー（IMR：Illness management and 

Recovery）や包括型地域生活支援プログラム

（ACT: Assertive Community Treatment），家族

心理教育（FPE: Family psychoeducation）な

ど，効果が実証されているプログラムを地域の支

援システムの中に位置付けること。 

 これらは，2024年度の研究期間でその必要性

が洗い出された段階であり，2025年度の研究に

おいて，その可視化に取り組む必要がある。 

 効果的な地域移行・定着支援プログラムには、

病院・地域事業所・行政が連携し、それぞれの強

みを活かした協働体制が不可欠である。精神科病

院と地域支援事業所の双方にコーディネーターを

配置し、入院中から地域定着までの各段階で役割

を柔軟に担う体制が求められる。従来は地域側に

のみ配置されていたが、精神科病院内にもコーデ

ィネーターを置き、その役割を明確化・共有する

必要がある。また、両者が連携し活動を統合する

「場」の整備も重要であり、拠点コーディネータ

ーが病院内のコーディネーターと積極的に協働す

るアプローチが求められる。 

2024年度の検討では、精神科病院からの地域

移行支援において、既存の地域生活支援拠点事業

にとらわれず、効果的な支援プログラムの理論を

参照しながら、old long-stayと new long-stay

の両者に対応する支援の在り方を検討した。old 

long-stayには既存枠組みが概ね適用可能だが、

病院内コーディネーターの役割明確化が課題であ

る。一方、new long-stay 防止には既存プログラ

ムの限界があり、IMR や ACT などの活用も視野に

入れる必要がある。こうした検討を通じて、調査

票設計に向けた重要な視点が得られた。 

ｅ．結論 

地域移行支援に関するプログラム理論の検討に

より、効果的な支援プログラムの構築が可能であ

ることが示された。一方で、地域生活支援拠点事

業は地域側に偏っており、精神科病院にもコーデ

ィネーターを配置し役割を明確化する必要があ

る。また、new long-stay 防止のための新規入院

者支援も重要であり、調査票設計にはこれらの視

点を反映する必要がある。 

 

Ｃ．総合考察 

 分担研究Ⅰ～Ⅲを総合して、以下を考察した。 

１．「緊急時」の定義と拠点コーディネーターの

役割 

 今回の研究を通して、緊急時を「一人で家で過

ごせない状態」と定義した。拠点コーディネータ

ーの役割の一つである緊急時の対応は、「一人で

家で過ごせない状態」の障害者に対して行うこと

を念頭に、平時から緊急時に対応する準備を相談

支援専門員や障害福祉サービス事業者と連携して

行うことや、障害福祉サービス未利用の潜在的な

障害者で「一人で家で過ごせない状態」の人を自

治体職員とともに掘り起こし、緊急時に対応でき

る準備をすることであるといえる。 

２． 拠点コーディネーター配置に向けた方策 

 拠点コーディネーター未配置の自治体では、相

談支援専門員が不足しており、自治体がセルフプ

ランの減少を目標に計画相談の量を増やすことを

優先するために、相談支援専門員への負荷が増し

ていた。そのため、相談支援専門員が離職し、残

った相談支援専門員の負荷がさらに増大するとい

う、負のスパイラルに陥っていた。機能強化型

（継続）サービス利用支援費ⅠまたはⅡの報酬を

算定することもできないため、拠点機能強化事業

所としての要件を満たすことができていなかっ

た。 

 この状況を改善するためには、行政が主導して

複数事業所による一体的な管理運営を進め、その
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体制の中で機能強化型（継続）サービス利用支援

費ⅠまたはⅡの報酬を算定し、事業所の収入を増

やすことで、相談支援専門員増員のための経済的

な条件を整えることが必要である。また、同じ事

務所で複数事業所による一体的な管理運営を行う

ことができれば、「ひとり相談支援事業所」な

ど、相談支援専門員の孤立を解消することにもつ

ながり、基幹相談支援センターの併設が可能とな

れば、相談支援門員に対する指導助言も直接行う

ことができ、質の向上にもつながる可能性があ

る。 

機能強化型（継続）サービス利用支援費Ⅰまた

はⅡの算定は、拠点機能強化事業所の要件を満た

すことにもつながるため、拠点コーディネーター

配置に向けた条件を整える方策にもなる。 

３． 島しょ部等の過疎地域における対応 

 島しょ部のみならず、人口減少により過疎とな

た地域においては、障害福祉に特化した仕組みを

つくることは困難であり不効率でもある。障害

者、高齢者、こどもなど、分野横断的な仕組みを

構築することが求められる。重層的支援体制整備

などの仕組みを活用した対応を模索する必要があ

る。 

４． 地域移行を促進する中間支援の必要性 

自治体では、地域生活支援拠点の整備が進む一

方、地域移行支援への実質的関与やコーディネー

ターの配置は依然として限定的である。自治体や

施設からは、コーディネーターに対し、情報提

供、関係機関との調整、地域資源の開発、移行後

の支援継続、制度の周知など多様な期待が寄せら

れている。しかし、これらの期待は自治体全体の

制度的枠組みの中で共有・実装されるべきであ

る。制度設計と現場実装の乖離を埋める中間支援

機能の強化が不可欠である。自治体と施設の連携

深化、支援体制の明確化、人材育成、実践知の共

有を通じた持続可能な地域移行支援体制の構築が

求められる。 

精神科病院における地域移行支援の実態把握に

関する研究は、年度内のアンケート調査は未実施

であったが、地域移行支援に関するプログラム理

論の検討により、効果的な支援プログラムの構築

が可能であることが示された。一方で、地域生活

支援拠点等事業は地域側に偏っており、精神科病

院にもコーディネーターを配置し役割を明確化す

る必要がある。また、new long-stay 防止のため

の新規入院者支援も重要であり、調査票設計には

これらの視点を反映する必要があることが明らか

となった。 

 

Ｄ．結論 

 本研究の目的は、地域生活支援拠点等における

コーディネーターに求められる知識や技能を習得

するための研修プログラム試案を開発することで

ある。令和６年度の調査で得られた結果と考察に

基づき、令和７年度の本研究において、懸案とな

っている精神科病院からの地域移行に関するアン

ケート調査を行うとともに、地域生活支援拠点等

におけるコーディネーターに求められる知識や技

能を習得するための研修プログラム試案の開発に

つなげた。 
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【令和 7年度の研究内容】 

Ａ．研究目的 

令和４年度障害者総合支援法等の見直しにおい

て、地域生活支援拠点等を障害者総合支援法に位

置づけるとともに、その整備に関する市町村の努

力義務等が設けられた。また、令和 6年度障害福

祉サービス等報酬改定により、拠点コーディネー

ターの人件費が個別給付の加算創設により対応さ

れた。 

地域生活支援拠点等においては「緊急時」と

「平時」についての定義や支援の実態について明

確でないとの指摘もある。本研究では、地域生活

支援拠点等に求められている機能である、「平

時」からの支援ニーズの把握、「緊急時」の対

応、地域移行に向けて入所施設や病院等との連携

や支援内容、その標準的な支援内容の確立を目的

とする。また、厚生労働科学研究「地域生活支援

拠点等におけるコーディネーターに求められる役

割や業務等の明確化のための研究（令和５年

度）」において作成が進められているガイドブッ

クを踏まえ、地域生活支援拠点等のコーディネー

ターに求められる知識や技能についての評価・分

析を行った上で拠点コーディネーター研修プログ

ラム試案を作成し、人材育成に向けた基礎資料等

を取りまとめることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究班会議の設置 

 実務家、障害福祉関係団体、自治体職員による

研究協力者の参画を得て、研究班会議を設置し、

研究内容に関する助言と意見交換を行った。また、

全員が参加できる会議日程の確保が難しい場合は

2回に分けた分散開催とした。 

(1)研究協力者 

（実務家） 

伊藤佳世子（ 千葉市中央区障害者基幹相談支援セ

ンター） 

今村登（特定非営利活動法人 DPI 日本会議） 

岩上洋一（一般社団法人全国地域で暮らそうネッ

トワーク） 

加藤恵（半田市障害者相談支援センター） 

小島一郎（特定非営利活動法人日本相談支援専門

員協会） 

塩満創 （鹿児島市障害者地域生活支援拠点ゆうか

リ） 

高橋正佳（特定非営利活動法人全国コミュニティ

ライフサポートセンター） 

玉虫信貴（埼葛北地区地域生活支援拠点「オリー

バ」） 

水流源彦（全国地域生活支援ネットワーク） 

田島雅子（とこなめ障がい者相談支援センター） 

丹羽彩文（社会福祉法人昴） 

野口直樹（社会福祉法人高水福祉会・総合安心セ

ンターはるかぜ） 

橋詰正（上小圏域障害者総合支援センター） 

（自治体職員） 

山元裕紀（常滑市福祉部福祉課障がいチーム） 

瀧本遼 （半田市福祉部地域福祉課） 

長岡孝之（杉戸町福祉課 障がい福祉担当） 

（2）第 1回研究班会議 

1）日程：令和 7年 7月 22日・29日 

2）方法・場所：オンライン会議 

3）内容 

①研究概要説明 

②調査概要の説明 

③研修プログラム内容案 

④研修対象者の考え方 

⑤今後の日程 

 研修プログラム案、研修対象者について意見交

換した。 

（3）第 2回研究班会議 

1）日程：令和 7年 10月 27日 

2）方法：オンライン 

3）内容： 

①座学研修の内容案説明 

②対面研修の内容案説明 

③意見交換 

 座学研修では、拠点コーディネーター加算につ

いて詳細に説明を加えること、対面研修において

は、インタラクティブ・ティーチングの手法を活

用し、座学とグループワークの内容が結合して理

解され、実践に結びつくような内容にすることが

話された。 

（3）第 3回研究班会議 

1）日程：令和 8年 2月 7日・18日 

2）方法：オンライン・対面 

3）内容：試行的研修の実施内容について総括的意

見交換を行った。 

（4）第 4回研究班会議 

1）日程：令和 8年 3月 9日・20日 

2）方法：オンライン・対面 

3）内容 

①試行的研修のアンケート調査結果報告 
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②デルファイ法調査の結果報告 

③2 年間を通しての総括的意見交換 

 

２．分担研究の課題 

 本研究は、次のように分担して行った。 
Ⅰ．拠点コーディネーター研修の講義資料及び研

修動画作成（研究分担：曽根） 

Ⅱ．拠点コーディネーター養成対面研修プログラ

ムの開発（研究分担：須江） 

Ⅲ．拠点等コーディネーター養成研修プログラム
試案の評価（研究分担：北川） 

Ⅳ．拠点コーディネーター養成研修プログラム試

案のデルファイ法による内容的妥当性の検討

（研究分担：大村） 
Ⅴ．人材育成研修試案のプログラム評価（研究分

担：贄川） 
 
  
Ⅰ．拠点コーディネーター養成研修プログラム試
案及び講義資料、研修動画作成 
研究代表者 曽根直樹 

Ａ．研究内容 

(1)拠点コーディネーター養成研修プログラム試

案の作成 

令和 5年度厚生労働科学研究「地域生活支援拠

点等におけるコーディネーターに求められる役割

や業務等の明確化のための研究」で開発された

「地域生活支援拠点等コーディネーターガイドブ

ック」の内容を踏まえ、研究班会議において多機
関を調整する役割を持つコーディネーターに求め
られる知識や技能についての評価・分析を行った
結果、ガイドブックの内容についての妥当性が確
認された。その上で、1年目において、拠点コー
ディネーターが未整備の自治体では人材不足や制
度理解の課題があり、行政主導での体制強化が求
められていることが明らかとなったため、拠点コ
ーディネーターの養成のみならず、拠点コーディ
ネーター配置の財源確保に必要な拠点機能強化加
算を取得するための拠点機能強化事業所としての
要件を満たすための方策について追加することと
した。 

また、相談支援事業所の複数事業所による一体
的管理運営を行うための要点や、加算算定による
報酬の増加による人材確保の可能性、そのための

行政の役割についても追加し、拠点コーディネー
ター配置を可能とする具体的な方策について内容
に盛り込むこととした。 

研究班会議の議論の結果、社会実装可能な研修
プログラムとするためには、障害福祉事業所職員
が研修に参加するための時間的制約を考慮する必
要があることが指摘された。そのため、知識研修
については、研修動画を作成し、研修参加者に事
前視聴してもらうこととした。また、動画視聴だ
けの知識研修のみでは拠点コーディネーターの配
置が進まないと考えられたため、対面集合研修を
併せて実施し、先進的な取り組みをしているっ拠
点コーディネーターの話しを聞くことや、参加者
同士で共通の課題に沿って意見交換することによ
り、研修を受講する拠点コーディネーターの現任
者や候補者、自治体職員が、研修を受講した後、
高いモチベーションで地域生活支援拠点等の運営
に取り組めるようになることを目標とした。 

（2）講義資料、研修動画作成 

事前視聴の知識研修用動画は、講義パワーポイ
ントを解説する形で収録し編集して作成した。研
究協力者に知識研修用動画を試聴してもらったと
ころ、冒頭に拠点コーディネーターと連携して支
援を行った経験がある障害福祉事業所職員や障害
者の家族、地域住民、自治体職員から、「拠点コ
ーディネーターがいてよかった」という実感を話
す動画を挿入することで、研修効果が高まるので
はないかという意見が出され、インタビュー動画
を加えた。インタビュー対象者は、研究協力者に
推薦を依頼し、事前の説明、動画出演について承
諾を得て撮影し、動画編集後に本人に内容確認を
依頼し承諾を得た。 

合理的配慮を念頭に字幕を挿入し、動画で使用
しているパワーポイントデータを電子媒体でダウ
ンロード可能とし、情報アクセシビリティに配慮
した。 

(3)作成期間 

令和 7年 8月 1日〜令和 8年 2月 5日 
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Ｂ．研究結果 

 拠点コーディネーター養成研修プログラム試案

の内容は、（図表１）の通りである。また、巻末

に研修用パワーポイント及び字幕データを掲載し

た。研修動画は次のＵＲＬ及びＱＲコードから視

聴することができる。 

（研修動画ＵＲＬ及びＱＲコード） 

https://youtu.be/g2Ih_4OF1kU 

（図表１）拠点コーディネーター養成研修プログラム試案 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

拠点コーディネーターが配置できない理由の第１位
相談支援専門員の孤独を解消するために何ができるか
複数の指定特定（障害児）相談支援事業所により一体的に管理運営を行う場合
複数事業所による一体的管理運営による機能強化型（継続）サービス利用支援費Ⅰま
たはⅡを算定した場合の報酬の違い
人材を生み出す

地域生活支援の連携体制強化は、基幹・拠点・協議会の３点セット

拠点コーディネーターの役割

１．緊急事態に備えた相談と緊急事態が起きたときの対応の例
2．緊急時に備えた平時の役割
3．緊急事態の相談・対応を拠点コーディネーターが一手に引き受けていると
4．緊急事態対応を障害福祉サービス事業者で行える連携づくり

サービス未利用者の把握と市町村連携

障害福祉サービス未利用者の生活を行政が把握し拠点コーディネーターと連携
サービスの支給決定を受けていない障害者等に対する対応
障害に応じた専門機関との連携

緊急事態の対応と特別な配慮が必要な人の事前把握

（1）医療的ケアが必要な人の把握
（2）強度行動障害の状態にある人の把握
緊急事態への対応の工夫
（1）緊急事態の共通相談受付票
（2）緊急事態の利用に係るフローチャートの作成
（3）個別の「緊急事態・災害時対応プラン」の活用
（4）空室確保のための工夫
（5）メーリングリストによる拠点関係機関の空き状況の把握

地域移行のための役割
市町村障害福祉計画と地域移行の目標人数
療養介護病棟からの地域移行
地域移行等意向確認担当者との連携
ピアサポーターと相談支援事業所との連携促進

地域移行のための自治体の役割

施設入所者に対する地域移行の意向把握
精神科病院に長期入院している人の退院意向の把握
家族と同居した生活やグループホームから独立した生活への移行支援
グループホームからの一人暮らし等意向の把握
家族が介護を担っている在宅障害者等に対する、現在及び将来の暮らし計画の作成
施設入所待機者の把握とグループホーム等利用意向の把握
障害福祉計画の目標達成と地域生活支援拠点等の活用

共同事業体（JV）方式による広域連携の工夫
複数法人で拠点を担う場合の指揮命令の整理

専門的人材の確保・養成等

専門的人材の確保・養成等
「地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討」の実施

座談会

　〇　事業実施前のプロセス・物語
　〇　自分の地域独自の取り組み
　〇　緊急時対応ができる事業所の人材育成
　〇　拠点コーディネーターと共働すると加算が付く仕組みをうまく活用する
　〇　地域をチームにする仕掛け
　〇　入所施設職員に、地域生活のリスクを許容し安心してもらう

グループワーク

〇　座談会を聞いての感想を分かち合う
〇　アクションプランの作成（３ヶ月後の自己評価）

12

13

14

15

拠点コーディネーターの専門的人材の確保・養成について理解
する

拠点コーディネーターの複数の実践家の話を直接聞くことで、
拠点コーディネーター配置に向けての意欲を高める

拠点コーディネーターの配置に向けて、研修参加者がグループ
で話し合い、地域に応じた計画を作成し、実現に結びつけるこ
とができる

5

6

7

8

9

10

11

市町村と連携した障害福祉サービス未利用者の把握方法を理
解する

緊急事態において特別な配慮が必要な障害のある人への対応
及び緊急事態への対応の工夫を理解する

拠点コーディネーターの地域移行に関する役割を理解する

拠点コーディネーターと連携した地域移行のための自治体の役
割を理解する

複数事業所による一体的管理運営のための工夫を知る

緊急時及び平時の拠点コーディネーターの役割を理解する

指定特定相談支援事業所における機能強化型（継続）サービス利用支援費Ⅰ・Ⅱ取得に向
けた複数事業所による一体的管理運営の促進に向けて

機能強化型（継続）サービス利用支援費Ⅰ・Ⅱ取得に向けた複数事業所による一体的管理
運営を促進するための行政の役割

拠点機能強化加算算定事業所の要件を満たすための、複数事
業所による一体的管理運営について理解する

拠点機能強化加算算定事業所の要件を満たすための、複数事
業所による一体的管理運営を進めるための自治体の役割を理
解する

修得目標

1 地域生活支援拠点等とは 地域生活支援拠点等の概略を知る

2 拠点コーディネーターがいてよかった！（動画）
行政職員や障害福祉サービス事業の職員のインタビューから、
拠点コーディネーターの存在の価値を感じる

3 地域生活支援拠点等の整備推進・機能強化と用語 拠点機能強化加算を理解するための基礎的な用語を理解する

拠点機能強化事業所の整備と拠点コーディネーターの配置に向けて

1）拠点コーディネーターを配置するための加算の事業所の要件
2）拠点コーディネーターの専従
3）拠点コーディネーターの要件と業務
4）拠点機能強化加算の算定
5）加算の算定に関する市町村の関与
6）連携会議の開催等について
7）事業所の加算
8） 障害福祉サービス事業所等を地域生活支援拠点等に位置付ける際の手順
9）地域生活支援拠点等・ネットワーク運営推進事業の活用
10） 都道府県の役割

　 　
　 　
　 　
　 　
　 　
　 　

　
　

自治体との協働による地域生活支援拠点等コーディネーターの配置と役割

4
拠点機能強化加算算定するための要件、拠点コーディネーター
の要件と業務を理解する
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Ⅱ．拠点コーディネーター養成対面研修プログラ

ムの開発 

研究分担者 須江泰子  

Ａ．研究方法 

令和 4年度の法改正で地域生活支援拠点等が法

的に位置づけられ、市町村には整備の努力義務が

課された。令和 6年度報酬改定では拠点コーディ

ネーター配置加算が新設され、制度整備が進む一

方、平時支援・緊急対応・地域移行支援などの具

体的実践モデルは未整理である。令和 5年度の厚

労科研ではガイドブックが作成され、必要な知

識・技能が整理されたが、協働を通じた実践知は

暗黙知化しやすく、講義中心の研修では習得が難

しい。 

そこで本研究は、既存知見を人材育成へつなぐ

ため、座談会や演習を中心としたワークショップ

型研修プログラムを開発・試行した。本報告はそ

の構造や進行方法、設計意図を示し、今後の展開

と改善に資する基礎資料を提示することを目的と

する。 

Ｂ．研究方法 

１．研究デザイン   

本研究は、地域生活支援拠点等におけるコーデ

ィネーター養成を目的に研修プログラムを開発

し、試行実施を通じて構成上の特徴と運営課題を

明らかにする実践開発研究である。 

２．研修プログラムの設計   

設計にあたっては、令和 5年度厚生労働科学研

究で整理された役割・知識・技能を基盤とし、委

員会での議論を踏まえて内容を構成した。制度知

識だけでは習得が難しい実践知の共有と、参加者

自身による知識の再構成を重視し、事前学習と対

面研修を組み合わせたブレンディッド型とした。 

３．研修の構成   

(1) 事前学習：90分の動画視聴により、先行実

践の紹介とコーディネーターの配置・役割に関

する講義を行った。 

(2) 対面研修：180分の集合研修を実施し、実践

者による座談会と演習を中心に、対話・説明・

振り返りを通じて学びを実践へつなげる構成と

した。 

４．参加者   

対象は相談支援専門員、基幹相談支援センター

職員、コーディネーター、自治体職員等とし、委

員会を通じた機縁法で募集した。定員は 30名と

し、詳細属性や効果評価は別研究で整理してい

る。 

５．モデル研修実施日   

令和 8年 2月 7日。 

６．データ収集および検討方法   

研究班および委員会メンバーが研修に陪席し、

参加者の反応やグループワークの進行、運営課題

を観察した。事前学習後の質問や演習での議論も

分析し、研修構成や改善点の検討に活用した。終

了後には委員会でフィードバックを得て、構造的

特徴と運営課題を整理した。 

７．倫理的配慮   

本研究は日本社会事業大学社会事業研究所研究

倫理委員会の承認を得て実施し、参加者には目的

と取り扱いを説明し、自由意思による参加である

ことを明示した（承認番号：25-0902）。 

Ｃ．研究結果 

１．研修設計の基本方針 

本研修は、コーディネーターに求められる制度

知識と役割理解を基盤とし、実践者の経験知を共

有することで参加者が自地域の実践へつなげられ

るよう設計した。ガイドブックによる基礎知識に

加え、講義では伝わりにくい判断や工夫を学ぶた

め、①実践意欲の喚起、②能動的学習の促進、③

参加者ニーズとの接続、④教育手法の援用を基本

方針とした。特に、仲間の存在を実感できる先行

実践の共有、対話・説明を通じた学習、地域状況

に応じた課題設定、インタラクティブ・ティーチ

ングやジグソー法の活用を重視した。 

２．モデル研修の全体構成 

研修負担に配慮しつつ、事前学習と対面研修を
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組み合わせたブレンディッド型とした。 

(1) 事前学習では、①先行地域の関係者が連携経

験を語る動画を視聴し、コーディネーターの価

値を具体的に理解すること、②配置と役割に関

する講義動画を視聴し、質問や座談会テーマを

収集して対面研修に反映した。 

(2) 対面研修は、①事前学習の振り返り、②実践

者による座談会、③「わがまち・わが地域のこ

れから」を考える演習（アクションプラン作

成）の 3部構成とした。 

３．座談会による実践知の共有 

(1) 目的は、制度では捉えにくい実践知を可視化

し、自地域での応用につながる素材を得ること

である。 

(2) 構成は、実践経験豊富な 3名が登壇し、事前

質問をもとにインタビュー形式で進行。参加者

のリフレクションと登壇者の再応答を組み込

み、双方向的な知識構築を促した。 

(3) 共有された実践知として、 

ア. 運営面では、多機能型と面的整備型の違

い、緊急時に機能する関係性の平時からの構

築、基幹との役割分担、加算を予防的支援も含

む地域体制整備として捉える視点が示された。 

イ. 連携面では、基幹・拠点・協議会の連携サ

イクル、困難事例を起点とした関係構築、同行

支援による信頼形成などが共有された。 

ウ．予防的支援として、状態が不安定な時期は

自立生活援助で集中的に関係を築き、安定後は

地域定着支援へ移行するなど、支援密度を調整

する実践が共有された。また、強度行動障害や

医療的ケアについては人数把握にとどまらず、

困りごとや支援側の課題、資源不足を捉える質

的アセスメントの重要性が示された。さらに、

事業所へ出向き将来の暮らしを共に考える出前

型支援により、緊急事態の兆候を早期に把握す

る実践も紹介された。 

エ．コーディネーターは単なる調整役ではなく、

地域ネットワークを維持し続ける継続的な調整

機能を担う存在と位置づけられた。緊急事例の

分析を通じて予防的支援の有効性を検証する

「平時の評価」が重要であり、相談員の安心感

も成果指標となる。また、関係性を毎年つなぎ

直す「油を差し続ける」役割、当事者が意識せ

ずとも支援が機能する“黒子”としての存在意

義が語られた。 

４．演習に向けたグループ編成と自己目標の明確

化 

参加者は、配置方法、活動活性化、未整備地域

での取り組みの 3テーマから関心に応じて選択

し、Googleフォームで回答した内容をもとにグ

ループを編成した。受動的割当ではなく自ら選ぶ

方式とし、地域課題と研修内容を結びつける姿勢

を促した。また、所属・名前・参加理由・研修終

了時の到達目標を記したネームテントを作成し、

学習目標を常に意識できるよう工夫した。 

５．演習プログラムの構成と意図 

演習は、得た知識や実践知を自地域の課題に引

き寄せ、実践行動へ転換することを目的とした。

設計では、①自地域への接続、②説明を通じた知

識再構成、③実践への移行を重視した。進行は協

同学習の考え方を取り入れ、①テーマ別課題整

理、②異テーマ間の知識共有、③アクションプラ

ンの統合、④個別の「明日からの一歩」の作成と

いう 4段階で構成した。対話を促すため、「敬意

をもって、忌憚なく、建設的に」をグランドルー

ルとして共有した。 

Ｄ．考察 

本研究は、事前学習・座談会・演習を組み合わせ

たワークショップ型研修を開発し、その構造と設

計意図を整理した。特徴は、制度知識だけでな

く、実践者の暗黙知を可視化し、参加者が自地域

の課題に引き寄せて再構成できる学習構造を設計

した点にある。座談会では、整備形態ごとの運

用、基幹との役割分担、予防的支援、ネットワー

ク維持など、講義では得にくい実践知が共有さ

れ、双方向的な対話により参加者の課題意識と結
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びつけて理解を深める機会となった。演習では、

地域課題の整理、異テーマ間の知識共有、個別ア

クションプラン作成を通じて、学びを実践へ転換

する構造を設けた。一方、参加テーマの偏りによ

る知識交換の不均衡や、地域状況の差異に応じた

研修設計の必要性が課題として示された。今後は

効果評価の知見を踏まえ、より実効性の高い養成

プログラムへの改善が求められる。 

Ｅ．結論 

本研究では、拠点コーディネーター養成を目的

に、事前学習・座談会・演習を組み合わせたワー

クショップ型研修を開発し試行した。制度知識に

加え、実践者の経験に基づく実践知の共有、参加

者同士の対話と知識再構成を通じ、自地域での実

践につながる学習構造を構築した点が特徴であ

る。特に、座談会による実践知の可視化と、アク

ションプラン作成を含む演習は、地域課題を言語

化し多機関と協働を形成する力の育成を意図した

ものである。本報告では研修の構造と設計意図を

整理し、他地域での活用可能性を示した。今後は

効果評価の知見を踏まえ、より実効性の高い人材

育成モデルとして検討を深める必要がある。 

 

Ⅲ．拠点等コーディネーター養成研修プログラム
試案の評価 

研究分担者 北川 進 

Ａ．研究目的 

本研究は、拠点コーディネーター養成研修プロ

グラム試案に基づくモデル研修を実施し、その効

果を測定することを目的とした。制度知識の習得

だけでなく、実践知の共有や参加者同士の学び合

いを通じて、研修プログラムの有効性を検証する

点に特徴がある。 

Ｂ．研究方法 

１．調査対象と方法 

委員会を通じて自治体職員・事業所職員など

26名を募集し、研修後に WEBフォームでアンケ

ートを実施した。任意協力を得た 24 名から 4件

法による回答を収集し、統計処理と自由記述の質

的分析を行った。 

２．質問項目 

質問は、①座談会による理解促進、②課題に応

じたグループ選択による意欲向上、③課題整理と

アクションプラン作成による実践意欲向上、④他

グループの内容共有による意欲向上、⑤自由記述

の 5項目で構成した。 

３．調査実施日 

令和 8年 2月 7日。 

４．倫理的配慮   

本研究は日本社会事業大学社会事業研究所研究

倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：

25-0902）。 

Ｃ．研究結果 

全質問で 9割以上が肯定的評価を示し、研修の

有効性が確認された。 

質問 1：座談会による理解促進 

87.5％が「役立った」と回答。 

自由記述では、拠点の役割理解の深化、実践イ

メージの明確化、他地域との比較による気づきな

どが挙げられた。 

質問 2：グループ選択による意欲向上 

91.6％が肯定的回答。 

事前学習→講義→座談会の流れが理解を深め、

現実的な情報交換が可能になったとの意見が多か

った。 

質問 3：課題整理・アクションプランによる意欲

向上 

91.7％が肯定的回答。 

ラウンド形式で視点が広がり、実践への前向き

な姿勢が生まれた一方、時間不足やテーマの幅広

さが課題として指摘された。 

質問 4：他グループの内容共有による意欲向上 

95.8％が肯定的回答。 

自地域の強み・課題の再確認につながったが、

深い議論には時間が不足したとの声もあった。 

質問 5：自由記述 
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地域差を踏まえた議論設計、行政・基幹・委託

相談の協働研修、地域診断ツールの必要性、緊急

予防の実践例の有用性などが挙げられた。 

Ｄ．考察 

１．研修の成果 

事前学習から対談、グループワーク、共有まで

の一連の流れが相互に補完し、役割理解と実践意

欲の双方が向上した。特に、他地域の実践との比

較や仲間との交流は、心理的安心感と前向きな姿

勢を生み、学習効果を高めた。 

２．研修運営の評価 

段階的な構成が理解促進に寄与し、他地域の担

当者との交流が実務イメージの具体化に役立っ

た。グループ分けも概ね適切で、議論の活性化に

つながった。 

３．課題・改善点 

地域差や事前情報不足により議論が深まりにく

い場面があり、時間不足も課題となった。また、

拠点未実施地域では実践イメージが持ちにくいな

ど、参加者の状況に応じた支援が必要である。 

４．制度・体制に関する指摘 

コーディネーターの専門性に見合う処遇の不

足、緊急対応体制の脆弱さ、地域定着支援の報酬

体系の課題など、制度基盤の改善が求められてい

ることが明らかとなった。 

５．今後の研修・支援への提案 

地域診断ツールを用いたグループ分け、行政・

基幹・委託相談の協働研修、事前情報共有の強

化、アクションプランのフォローアップ、継続的

なネットワーク形成など、研修の質を高める具体

的提案が示された。 

Ｅ．結論 

本研修は、拠点およびコーディネーターの役割

理解を深め、実践意欲を高めるうえで有効であっ

た。一方で、地域差や時間的制約、事前情報不足

などの課題も明らかとなり、研修設計の改善余地

が示された。制度・体制面の課題や協働研修の必

要性も指摘されており、今後はこれらの知見を踏

まえ、より実効性の高い人材育成モデルの構築が

求められる。 

 

Ⅳ．拠点コーディネーター養成研修プログラム試

案のデルファイ法による内容的妥当性の検討 

研究分担者 大村美保 
Ａ．研究目的 
我が国の障害福祉政策は、施設から地域への移

行と地域生活の継続支援を重視する方向へ転換し
てきた。地域生活支援拠点等は、地域移行の推
進、重度化・高齢化、親亡き後への備えを支える
地域体制として整備が進められ、2022年の法改
正で市町村の努力義務として位置づけられた。し
かし、緊急時対応の定義や平時支援の内容、地域
移行に向けた連携のあり方は地域差が大きい。こ
れらの機能を実効的に発揮するためには、ネット
ワーク運営や総合調整を担う拠点コーディネータ
ーの配置と育成が不可欠である。2024年度報酬
改定で配置が評価対象となり、標準的業務や育成
方針の整備が急務となった。研究代表者らは研修
プログラム試案を作成しており、本研究ではその
研修項目の内容的妥当性を、自治体職員・基幹相
談支援センター職員・拠点コーディネーター等の
多様な専門家の知見をデルファイ法により集約
し、必要度の合意形成を通じて検証することを目
的とした。 
Ｂ．研究方法 
本研究はデルファイ法を用いたウェブ調査とし

て実施した。デルファイ法は匿名性と反復性を特
徴とし、専門家の意見を段階的に収束させること
で教育内容の妥当性検証に適している。調査対象
は、実績の高い 18自治体を通じて募集し、自治
体職員、拠点コーディネーター、拠点実施主体の
管理者、基幹相談支援センター職員など、地域生
活支援拠点の実情に精通した者を含めた。 
調査は 2026年 3月に 2回実施し、第 1回は自

治体経由で URLを配布、第 2回は第 1回回答者
に個別メールで依頼した。第 2回調査では、第 1
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回の回答分布や自由記述をフィードバックとして
提示し、再評価を求めた。評価は 7段階尺度で行
い、分析は第 1・2回の両方に回答した 19名を対
象に中央値・IQR を算出し、前後比較にウィルコ
クソン符号付順位検定、脱落バイアス検討にマ
ン・ホイットニーU検定を用いた。自由記述は質
的帰納的分析を行った。研究は筑波大学倫理審査
の承認を得て実施した。 
Ｃ．研究結果 
第 2回調査では、15項目中 14項目で中央値

7、1項目で中央値 6となり、全体として必要度
は高く評価された。IQRは 14項目で 1以下と小
さく、専門家間の合意形成が確認された。一方、
「共同事業体（JV）方式による広域連携」は
IQR2とばらつきが大きかった。 
第 1回と第 2回の比較では、全項目で中央値が

維持または上昇し、必要度評価が高まる傾向が示
された。有意差が認められたのは「グループワー
ク」のみであり、他項目は初回から評価が安定し
ていたと考えられる。また、脱落者と継続回答者
の間に有意差はなく、脱落バイアスは確認されな
かった。 
自由記述では、拠点コーディネーターの役割理

解、基幹相談支援センターとの役割整理、多機関
連携の重要性、事例共有や参加型研修へのニー
ズ、自治体間の運用差、制度運用上の課題などが
示された。第 2回では、フィードバックの有用性
や研修内容の実践的価値、継続的学習機会の必要
性が指摘された。 
 
Ｄ．考察 
本研究では、研修項目の必要度について高い合

意が得られ、研修プログラム試案の妥当性が示さ
れた。特に、14項目で中央値 7・IQR1以下であ
ったことは、専門家間の認識が収束していること
を示す。一方、JV 方式に関する評価のばらつき
は、地域特性による必要度の違いを反映している
と考えられる。拠点コーディネーターは広域連携

や他自治体への助言を担う可能性があるため、地
域差を踏まえつつ広域的視点を育む研修内容とし
て位置づけることが適切である。 
また、自由記述からは、役割の曖昧さや運用の

ばらつきが研修ニーズの背景にあることが示さ
れ、参加型・実践型研修の必要性、自治体間の知
見共有の重要性が明らかとなった。拠点機能の実
効性を高めるには、コーディネーターのみならず
自治体職員を含めた共通理解の形成が不可欠であ
る。以上より、研修プログラムは個人の能力向上
に加え、自治体間ネットワーク形成を促進する役
割も担うべきである。 
 
Ｅ．結論 
デルファイ法により、研修プログラム試案に含

まれる 15項目の内容的妥当性が検証され、多く
の項目で高い必要度と合意が確認された。自由記
述からは、実践的・参加型研修の重要性、自治体
間の知見共有、関係者間の共通理解の必要性が示
された。以上より、本研修プログラム試案は拠点
コーディネーターの人材養成に資する内容として
概ね妥当であり、今後は地域特性を踏まえた運用
と継続的改善が求められる。 
 
Ⅴ．人材育成研修試案のプログラム評価 
研究分担者 贄川信幸 

Ａ．研究目的 

本分担研究は、試行的に作成された拠点コーデ

ィネーター養成研修プログラム（モデル研修）の

効果を、研修参加者の知識および自信度の変化に

焦点を当てて検証することを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

1)調査方法 

 研修会参加者（n = 26）に対し、研修会参加前（事

前）と参加後（事後）の 2 時点で自己回答式調査

を行った。事前調査は、参加申込者に回答用の

Google フォームの URL をメールで送付し、事前

課題に取り組む前に回答を求めた。事後調査は、
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モデル研修終了時に参加者に配布し、研修終了後

1 週間以内に回答のうえ郵返送を求めた。 

 参加者には ID を割り当て、前後の回答を関連付

けた。事前調査では、回答時に割り当てられた ID

の入力欄を設けた。事後調査では、予め調査票に

対応する ID を記入したものを配布した。 

2) 調査項目 

(1) 知識 

厚生労働省の通知「地域生活支援拠点等・ネッ

トワーク運営推進事業の実施について」および「地

域生活支援拠点等の整備推進及び機能強化につい

て」で示された用語を項目に挙げた。全 19 項目で

構成され、各項目に「聞いたことがない」（1 点）、

「聞いたことはあるがよく分からない」（2 点）、

「何となく知っている」（3点）、「よく知っている」

（4 点）で、択一式で回答を求めた。得点が高いほ

ど、通知で示される用語について理解しているこ

とを表す。 

(2) 自信度 

 地域生活支援援拠点等におけるコーディネータ

ーに求められる役割を項目に挙げた。全 5 項目で

構成され、各項目に「まったく自信がない」（1 点）、

「あまり自信がない」（2 点）、「ある程度自信があ

る」（3 点）、「とても自信がある」（4 点）で、択一

式で回答を求めた。得点が高いほど、コーディネ

ーターに求められる役割に取り組む自信が高いこ

とを表す。 

 加えて、今後、地域生活支援拠点等におけるコ

ーディネーターとして活動していくことに対する

全般的な自信度を 1 項目設定した。同様の 4 段階

で、択一式で回答を求めた。研修会参加後の調査

では、選択した理由を自由記述式で回答を求めた。 

(3) モデル研修に参加して得たこと 

モデル研修に参加して得られたことについて、

自由記述式で回答を求めた（参加後のみ） 

(4) 基本属性 

 回答者の基本属性（年齢、現在コーディネータ

ーであるか、コーディネーターである場合の経験

年数、障害福祉領域における職務経験年数）の回

答を求めた（参加前のみ） 

3) 分析 

 各回答の記述統計（頻度および平均±標準偏差）

を算出した。知識の 19 項目と自信度の 5 項目は、

各項目の回答に加え、知識および自信度それぞれ

の合計得点も算出した。合計得点は、それぞれを

構成する項目の得点の総和を、構成する項目数で

除して算出した。 

 各項目および合計得点は、前後の変化を

Wilcoxon の符号付順位検定により分析した。また、

変化の効果量（r）を算出した。 

 なお、モデル研修には、既にコーディネーター

として活動経験のある者も参加した。そこで、以

上の分析は、全参加者のデータに加え、コーディ

ネーターではない者、コーディネーターとして活

動している者に分けた分析も行った。 

Ｃ．研究結果 

 モデル研修参加者 26 名のうち、25 名から前後

の回答を得た（回収率＝96.2%）25 名のうち、既に

コーディネータとして活動している者は 9 名、コ

ーディネーターではない者は 16 名であった 

1) 全参加者の回答 

(1) 全参加者の知識 

Wilcoxon の符号付順位検定の結果、全ての項目

および合計得点が有意であり、研修会後の知識得

点が高かった、全ての項目および合計得点で、効

果量（r）は 0.50 より大きい値を示した。 

2) 全参加者の自信度 

Wilcoxon の符号付順位検定の結果、「2. 平時の

対応」を除く全ての項目および合計得点が有意で

あり、研修会後の自信度が高かった。 

3) コーディネーターではない参加者の回答 

(1) コーディネーターではない参加者の知識 

 Wilcoxon の符号付順位検定の結果、全ての項目

および合計得点が有意であり、研修会後の知識得

点が高かった、全ての項目および合計得点で、効

果量（r）は 0.50 より大きい値を示した。 
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2) コーディネーターではない参加者の自信度 

Wilcoxon の符号付順位検定の結果、「4. サービ

ス未利用者の把握」「5. 緊急事態の対応に特別な

配慮は必要な人の事前把握」と、合計得点および

「拠点コーディネーターとして活動することに対

する全般的な自信度」が有意で、研修会後の自信

度が高かった。 

3) コーディネーター参加者の回答 

(1) コーディネーター参加者の知識 

 Wilcoxon の符号付順位検定の結果、「5. 拠点関

係機関」「7. 地域生活障害者等」「8. 緊急事態」「9. 

動機づけ支援」「12. 拠点コーディネーターの要件」

「17. 事業所の加算」「19. 都道府県の役割」およ

び合計得点が有意であり、研修会後の知識得点が

高かった。全ての項目および合計得点が有意であ

り、研修会後の知識得点が高かった。  

(2) コーディネーター参加者の自信度 

 Wilcoxon の符号付順位検定の結果、「4. サービ

ス未利用者の把握」と合計得点が有意であり、研

修会後の得点が高かった。 

Ｄ．考察 

1) コーディネーターである者に対する研修効果 

 既にコーディネーターとして活動している参加

者は知識・自信度ともに高く、研修前後で大きな変

化は限られたが、合計得点は有意に向上し、モデル

研修の効果が確認された。特に「地域生活障害者等」

「都道府県の役割」は半数以上が十分理解してお

らず、研修後に理解が大きく改善した点は、現任者

にとっても研修の意義を示す結果となった。自信

度では「サービス未利用者の把握」と「緊急事態で

特別な配慮が必要な人の事前把握」が低かったが、

前者のみ向上し、後者は変化がなかった。限られた

時間の養成研修では扱いきれない内容もあり、現

任者のニーズに応じた追加研修の必要性が示唆さ

れた。 
2) コーディネーターではない参加者に対する研

修効果 

すべての知識項目で有意差が得られたことから、

モデル研修は新任コーディネーターの基礎知識習

得に有効であり、厚労省通知で示される用語理解

に沿った妥当な設計であると示された。一方、「都

道府県の役割」は研修後も理解度が低く、現任・新

任を問わず追加的な補強が必要と考えられた。自

信度についても「平時の対応」を除き有意に向上し、

研修が自信形成に寄与したといえる。「平時の対応」

に変化がなかったのは、参加者の元々の自信の高

さや、研修側と回答者側で想定する「平時」の場面

が一致していなかった可能性がある。また、今回の

参加者は意欲的な層に偏った可能性があり、多様

な参加者を対象とする際には、平時対応に不安を

抱く者のニーズに応じた内容の検討が必要と示唆

された。 
Ｅ．結論 

 本研究は、モデル研修参加前と、参加直後の 2 時

点の縦断デザインにより、参加者の知識と自信の

観点から効果を検証した。バイアスや調査設計上

の課題はあるものの、試行的に作成・実施したモ

デル研修は、拠点コーディネーターの養成におい

て、一定程度の有効性を示した。 

 

Ⅵ．総合考察 

 本研究の分担研究Ⅰ・Ⅱで作成した拠点コーデ
ィネーター養成研修プログラム試案及び講義資
料、研修動画、対面研修プログラムは、分担研究

Ⅲ～Ⅴの結果により内容の妥当性が評価された。 

 分担研究Ⅲでは、事前学習から対談・グループ

ワーク・共有までの流れが理解と実践意欲を高

め、他地域との比較や交流が心理的安心感を生ん

だ。運営面では段階的構成や交流が有効だったこ

とが認められた。 

 分担研究Ⅳでは、研修項目が専門家間で高い必

要度の合意が得られ、研修プログラム試案の妥当

性が確認された。拠点事業の JV方式のみ地域差

による評価のばらつきがみられたが、広域的視点

を育む内容として位置づける意義が示された。自

由記述からは役割の曖昧さや運用差が研修ニーズ
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の背景にあり、参加型研修や自治体間の知見共

有、関係者全体での共通理解形成の重要性が明ら

かとなった。 

 分担研究Ⅴでは、コーディネーターとして活動

するうえで必要な知識と自信度を問う参加者によ

る自己回答式調査で検証した結果、研修会前後

で、知識および自信度の有意な向上、および大き

な効果量が認められた。既にコーディネーターと

して活動する者、及びコーディネーターではない

者に分けた分析からも同様の結果が認められた。

コーディネーターとして活動する者に対しても一

定の有効性があると考えられると同時に、その経

験に基づくニーズに対応した研修が別に必要であ

ることが示唆された。 

一方、地域差や事前情報不足、時間不足につい

て研修課題として示され、地域診断ツールの活

用、協働研修、情報共有強化、フォローアップ体

制などの改善を求める意見もあった。また、研修
プログラムにおいて、個人の能力向上に加え、自
治体間ネットワーク形成を促進する役割も担うこ
とも求められる。 
 
Ⅶ．結論 
研修プログラム試案の内容に、拠点コーディネ

ーター配置の財源確保に必要な拠点機能強化加算

を取得するための拠点機能強化事業所としての要

件を満たすための方策について追加したことによ

り、今後の地域生活支援拠点等のコーディネータ

ー配置及び人材の養成にとって、より実践的な研

修プログラムを作成することができた。 

令和 8年度障害者総合福祉推進事業では、「地域

生活支援拠点等における機能の評価指標及び拠点

コーディネーターの養成に係る調査研究」が指定

課題に盛り込まれ、想定される事業の手法・内容

では、「R6-7 厚生労働科学研究『地域生活支援拠

点等における地域移行を進めるための役割及び緊

急時の対応における役割の明確化のための研究』

の成果をもとに、検討委員会及びワーキンググル

ープで研修カリキュラムやシラバス、教材等の案

を作成して拠点コーディネーターのモデル研修を

実施。モデル研修実施後に内容を調整してカリキ

ュラムやシラバス、教材を完成させる」と、本研究

事業の成果の活用が示された。 

本研究の成果が、令和 8 年度以降、全国の地域

生活支援拠点等コーディネーターの養成研修とし

て活用されることが見込まれる。 
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